
2026 年 5 月 13 日 

お客様各位 

株式会社島根銀行 

 

 

預金商品の改定ならびに 

インターネット定期預金の新規預入の取り扱い再開について 

 

 

平素より格別なご愛顧を賜り、誠にありがとうございます。 

さて、弊行では、昨年 7 月に新勘定系システムが稼働して以降、インターネッ

ト関連の主要な預金商品について、商品改定を行っておりましたが、お客様へご

案内しておりませんでしたので、この度、下記の通り商品改定内容について、皆

様へお知らせするものです。ご案内が遅れましたこと深くお詫び申し上げます。

なお、本件に関し、お客様に特段お手続きいただく必要はございません。 

また、2026 年 3 月 14 日以降、インターネット定期預金の新規預け入れを停止

しておりましたが、下記の通り再開することとなりましたので、併せてお知らせ

いたします。お客様にはご不便とご迷惑をお掛けしましたこと、重ねてお詫び申

し上げます。 

 

記 

 
１． 預金商品の改定 

（１）主な商品改定内容 

・「しまぎんインターネット普通預金（通称：エコ普通預金）」および、「し

まぎんふるさと普通預金（通称：TAMERU）」の口座に、インターネット定

期預金を担保としてセットできるようになります。これにより、自動貸

越機能（普通預金が残高不足の際に、定期預金を担保として自動的に借

り入れができる機能）が追加となり、これまで以上に便利にご利用いた

だけます。 

 ・詳細は、以下（2）の各種規定をご確認ください。 

 

（２）関連規定の改定 

しまぎんインターネット普通預金（通称：エコ普通預金）規定 

しまぎんふるさと普通預金（通称：TAMERU）規定 

しまぎんインターネット定期預金規定（スーパー定期）しまぎんアプ

リ版 

しまぎんインターネット定期預金規定（大口定期）しまぎんアプリ版 



しまぎんインターネットバンキング＜個人＞ （しまぎんアプリ版） 

利用規定 

しまぎんキャッシュカード規定 

 

（３）規定改定日 

2026 年 6 月 1 日 

 

２． インターネット定期預金の取り扱い再開 

（１）経緯 

商品改定ならびに、所要のシステム改修実施により、全てのお客様が

同じ条件の下で、インターネット定期のご利用ができるようになった

ため、取り扱いを再開します。 

 

（２）取り扱い再開日 

2026 年 6 月 1 日 

 

以上 

【本件に関するお問い合わせ先】 

島根銀行 MIRAI プロジェクト  

担当:小川 

電話:0852－24－1131 

平日 9:00～17:30 



しまぎんインターネット普通預金（通称：エコ普通預金）規定新旧対比表 

1 

 

新 旧 

島根銀行（以下「当行」という）と「しまぎんインターネット普通預金」（以下

「この預金」という。）の取引を行う場合、下記の規定および「しまぎんイン

ターネットバンキング＜個人＞利用規定」により取り扱います。  

  

1．（総合口座取引） 

（１）この預金では、次の各取引を、総合口座として利用すること（以下「こ

の取引」という。）ができます。 

①普通預金 

②定期預金 

なお、この定期預金は、「しまぎんインターネット定期預金規定（スーパー

定期）しまぎんアプリ版」または「しまぎんインターネット定期預金規定（大

口定期）しまぎんアプリ版」により取扱います。 

③第 2 号の定期預金を担保とする当座貸越 

（２）普通預金については、単独で利用することができます。 

（３）第 1 項第 1 号から第 2 号までの各取引については、この規定の定

めによるほか、当行の当該各取引の規定により取扱います。 

２.（預金の取引） 

この預金は、パーソナルコンピューター等の端末機によるインターネット

を通じた依頼に基づく方法、もしくは当行および当行と提携している金融

機関等の現金自動預入払出兼用機（現金自動預金機、現金自動支払

機を含む。）による方法により取引を行います。なお、この預金の通帳は

発行しません。  

３.（取扱店の範囲）  

この預金は、原則として当行本支店の窓口で預け入れ・払い戻しを行うこ

とはできません。  

島根銀行（以下「当行」という）と「しまぎんインターネット普通預金」（以下

「この預金」という。）の取引を行う場合、下記の規定および「しまぎんイン

ターネットバンキング＜個人＞利用規定」により取り扱います。  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１.（預金の取引） 

この預金は、パーソナルコンピューター等の端末機によるインターネット

を通じた依頼に基づく方法、もしくは当行および当行と提携している金融

機関等の現金自動預入払出兼用機（現金自動預金機、現金自動支払

機を含む。）による方法により取引を行います。なお、この預金の通帳は

発行しません。  

２.（取扱店の範囲）  

この預金は、原則として当行本支店の窓口で預け入れ・払い戻しを行うこ

とはできません。  
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４.（各種料金等の自動支払い）  

(1)この預金から各種料金等の自動支払いをするときには、あらかじめ当

行所定の手続きをしてください。  

(2)この預金から同日に数件の支払いをする場合に、その総額が払い戻

すことができる金額（当座貸越を利用できる範囲内の金額を含む。）を超

えるときは、そのいずれを支払うかは当行の任意とします。   

５.（振込金の受入）  

(1)この預金口座には、為替による振込金を受入れます。  

(2)この預金口座への振込について、振込通知の発信金融機関から重複

発信等の誤発信による取消通知があった場合には、振込金の入金履歴

を取消します。  

６.（利息） 

この預金の利息は、毎日の最終残高 1,000 円以上について付利単位を

100 円として、毎年 2 月と 8 月の当行所定の日に、店頭に表示する毎

日の利率によって計算のうえこの預金に組入れます。 

なお、利率は金融情勢に応じて変更します。  

７．（当座貸越） 

（１）普通預金について、その残高を超えて払戻しの請求または各種料

金等の自動支払いの請求があった場合には、当行はこの取引の定期預

金を担保に不足額を当座貸越として自動的に貸出し、普通預金へ入金

のうえ払戻しまたは自動支払いします。 

（２）前項による当座貸越の限度額（以下「極度額」という。）は、この取引

の定期預金の合計額の 90％（1,000 円未満は切り捨てます。）または

200 万円のうちいずれか少ない金額とします。 

（３）第 1 項による貸越金の残高がある場合には、普通預金に受入れまた

３.（各種料金等の自動支払い）  

(1)この預金から各種料金等の自動支払いをするときには、あらかじめ当

行所定の手続きをしてください。  

(2)この預金から同日に数件の支払いをする場合に、その総額が払い戻

すことができる金額（当座貸越を利用できる範囲内の金額を含む。）を超

えるときは、そのいずれを支払うかは当行の任意とします。   

４.（振込金の受入）  

(1)この預金口座には、為替による振込金を受入れます。  

(2)この預金口座への振込について、振込通知の発信金融機関から重複

発信等の誤発信による取消通知があった場合には、振込金の入金履歴

を取消します。  

５.（利息） 

この預金の利息は、毎日の最終残高 1,000 円以上について付利単位を

100 円として、毎年 2 月と 8 月の当行所定の日に、店頭に表示する毎日

の利率によって計算のうえこの預金に組入れます。 

なお、利率は金融情勢に応じて変更します。  
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は振込まれた資金（受入れた証券類の金額は決済されるまでこの資金か

ら除く。）は貸越金残高に達するまで自動的に返済にあてます。なお、貸

越金の利率に差異がある場合には、後記第 9 条第 1 項第 1 号の貸越

利率の高い順にその返済にあてます。 

８．（貸越金の担保） 

（１）この取引に定期預金があるときは、第 2 項の順序に従い、次により貸

越金の担保とします。この取引の定期預金には、その合計額について

223 万円を限度に貸越金の担保として質権を設定します。 

（２）この取引に定期預金があるときは、後記第 9 条第 1 項第 1 号の貸越

利率の低いものから順次担保とします。なお、貸越利率が同一となる定

期預金が数口ある場合には、預入日（継続をしたときはその継続日）の

早い順序に従い担保とします。 

（３）①貸越金の担保となっている定期預金について解約または（仮）差

押があった場合には、前条第 2 項第 1 号により算出される金額について

は、解約された預金の金額または（仮）差押にかかる預金の全額を除外

することとし、前各項と同様の方法により貸越金の担保とします。 

②前 1 号の場合、貸越金が新極度額を超えることとなるときは、直ちに新

極度額を超える金額を支払ってください。 

９．（貸越金利息等） 

（１）①貸越金の利息は、付利単位を 100 円とし、毎年 2 月と 8 月の当行

所定の日に、1 年を 365 日として日割計算のうえ普通預金から引落しま

たは貸越元金に組入れます。この場合の貸越利率は次のとおりとしま

す。この場合の貸越利率は、定期預金ごとにその約定利率に年 0.5％を

加えた利率とします。 

②前号の組入れにより極度額を超える場合には、当行からの請求があり
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次第直ちに極度額を超える金額を支払ってください。 

③この取引の定期預金の全額の解約により定期預金のいずれの残高も

零になった場合には、第 1 号にかかわらず、貸越金の利息を同時に支

払ってください。 

（２）貸越利率については、金融情勢の変化により変更することがありま

す。 

この場合の新利率の適用は当行が定めた日からとします。 

（３）当行に対する債務を履行しなかった場合の損害金の割合は、年

14％（年 365 日の日割計算）とします。 

１０．（即時支払） 

（１）次の各号の一にでも該当した場合に貸越元利金等があるときは、当

行からの請求がなくても、それらを支払ってください。 

①支払いの停止または破産、民事再生手続開始の申立てがあったとき 

②相続の開始があったとき 

③第 9 条第 1 項第 2 号により極度額を超えたまま 6 か月を経過したとき 

④住所変更の届出を怠るなどにより、当行において所在が明らかでなく

なったとき 

（２）次の各場合に貸越元利金等があるときは、当行からの請求があり次

第、それらを支払ってください。 

①当行に対する債務の一つでも返済が遅れているとき 

②その他債権の保全を必要とする相当の事由が生じたとき 

１１.（取引の制限等）  

(1)当行は、預金者の情報および具体的な取引の内容等を適切に把握

するため、提出期限を指定して各種確認や資料の提出を求めることがあ

ります。預金者から正当な理由なく指定した期限までに回答いただけな

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５－２.（取引の制限等）  

(1)当行は、預金者の情報および具体的な取引の内容等を適切に把握

するため、提出期限を指定して各種確認や資料の提出を求めることがあ

ります。預金者から正当な理由なく指定した期限までに回答いただけな
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い場合には、入金、払戻し等の本規定にもとづく取引の一部を制限する

場合があります。   

(2)前項の各種確認や資料の提出の求めに対する預金者の回答、具体

的な取引の内容、預金者の説明内容およびその他の事情を考慮して、

当行がマネー・ローンダリング、テロ資金供与、もしくは経済制裁関係法

令等への抵触のおそれがあると判断した場合には、入金、払戻し等の本

規定にもとづく取引の一部を制限する場合があります。   

(3)前２項に定めるいずれの取引の制限についても、預金者からの説明

等にもとづき、マネー・ローンダリング、テロ資金供与、または経済制裁関

係法令等への抵触のおそれが合理的に解消されたと当行が認める場

合、当行は当該取引の制限を解除します。  

１２.（解約等）  

(1)この預金口座を解約する場合には、当行所定の解約依頼書に届出の

印章により記名押印して、振込依頼書・キャッシュカードとともに当行事

務センターへ郵送いただくか、お取引の当行本支店窓口に、届出の印

章とキャッシュカードをご持参ください。郵送での解約申込の場合は、当

該解約依頼書等が当行事務センターに届いた時点で解約の手続きを行

います。 この場合、この取引は終了するものとし、貸越元利金等があると

きはそれらを支払ってください。なお、定期預金の残高があるときは、定

期預金を解約した後でなければ解約できません。 

(2)次の各号の一にでも該当した場合には、当行はこの預金取引を停止

し、または預金者に通知することによりこの預金口座を解約することがで

きるものとします。なお、通知により解約する場合、到達のいかんにかか

わらず、当行が解約の通知を届出のあった氏名、住所にあてて発信した

時に解約されたものとします。  

い場合には、入金、払戻し等の本規定にもとづく取引の一部を制限する

場合があります。   

(2)前項の各種確認や資料の提出の求めに対する預金者の回答、具体

的な取引の内容、預金者の説明内容およびその他の事情を考慮して、

当行がマネー・ローンダリング、テロ資金供与、もしくは経済制裁関係法

令等への抵触のおそれがあると判断した場合には、入金、払戻し等の本

規定にもとづく取引の一部を制限する場合があります。   

(3)前２項に定めるいずれの取引の制限についても、預金者からの説明

等にもとづき、マネー・ローンダリング、テロ資金供与、または経済制裁関

係法令等への抵触のおそれが合理的に解消されたと当行が認める場

合、当行は当該取引の制限を解除します。  

６.（解約等）  

(1)この預金口座を解約する場合には、当行所定の解約依頼書に届出の

印章により記名押印して、振込依頼書・キャッシュカードとともに当行事

務センターへ郵送いただくか、お取引の当行本支店窓口に、届出の印

章とキャッシュカードをご持参ください。郵送での解約申込の場合は、当

該解約依頼書等が当行事務センターに届いた時点で解約の手続きを行

います。  

 

 

(2)次の各号の一にでも該当した場合には、当行はこの預金取引を停止

し、または預金者に通知することによりこの預金口座を解約することがで

きるものとします。なお、通知により解約する場合、到達のいかんにかか

わらず、当行が解約の通知を届出のあった氏名、住所にあてて発信した

時に解約されたものとします。  
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①この預金口座の名義人が存在しないことが明らかになった場合または

預金口座の名義人の意思によらずに開設されたことが明らかになった場

合  

②この預金の預金者が、下記第 15 条に定める「譲渡・質入れの禁止」に

違反した場合  

③この預金がマネー・ローンダリング、テロ資金供与、経済制裁関係法令

等に接触する取引に利用され、またはそのおそれがあると合理的に認め

られる場合  

④この預金が法令や公序良俗に反する行為に利用され、またはそのお

それがあると認められる場合  

(3)この預金が、当行が別途表示する一定の期間預金者による利用がな

く、かつ残高が一定の金額を超えることがない場合には、当行はこの預

金取引を停止し、または預金者に通知することによりこの預金口座を解

約することができるものとします。また、法令に基づく場合にも同様にでき

るものとします。  

(4)(2)または(3)により、この預金口座が解約され残高がある場合、または

この預金取引が停止されその解除を求める場合には、当行所定の方法

で取引店に申出てください。この場合、当行は相当の期間をおき、必要

な書類等の提出または保証人を求めることがあります。  

（5）前第１０条各項の事由があるときは、当行はいつでも貸越を中止しま

たは貸越取引を解約できるものとします。 

１３．（差引計算等） 

（１）この取引による債務を履行しなければならない場合には、当行は次

のとおり取扱うことができるものとします。 

①この取引の定期預金については、その満期日前でも貸越元利金等と

①この預金口座の名義人が存在しないことが明らかになった場合または

預金口座の名義人の意思によらずに開設されたことが明らかになった場

合  

②この預金の預金者が、下記第 8 条に定める「譲渡・質入れの禁止」に

違反した場合  

③この預金がマネー・ローンダリング、テロ資金供与、経済制裁関係法令

等に接触する取引に利用され、またはそのおそれがあると合理的に認め

られる場合  

④この預金が法令や公序良俗に反する行為に利用され、またはそのお

それがあると認められる場合  

(3)この預金が、当行が別途表示する一定の期間預金者による利用がな

く、かつ残高が一定の金額を超えることがない場合には、当行はこの預

金取引を停止し、または預金者に通知することによりこの預金口座を解

約することができるものとします。また、法令に基づく場合にも同様にでき

るものとします。  

(4)(2)または(3)により、この預金口座が解約され残高がある場合、または

この預金取引が停止されその解除を求める場合には、当行所定の方法

で取引店に申出てください。この場合、当行は相当の期間をおき、必要

な書類等の提出または保証人を求めることがあります。  
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相殺できるものとします。また、相殺できる場合は事前の通知および所定

の手続を省略し、この取引の定期預金を払戻し、貸越元利金等の弁済

にあてることもできるものとします。 

②前号により、なお残りの債務がある場合には直ちに支払ってください。 

（２）前項によって差引計算等をする場合、債権債務の利息および損害

金の計算については、その期間を計算実行の日までとし、定期預金の利

率はその約定利率とします。 

１４.（印鑑照合）  

解約依頼書、諸届その他書類に使用された印影を届出の印鑑と相当の

注意をもって照合し、相違ないものと認めて取扱いましたうえは、それら

の書類につき偽造、変造その他の事故があってもそのために生じた損害

については、当行は責任を負いません。  

１５.（譲渡、質入れの禁止）  

この預金は、譲渡または質入れはできません。  

１６.（反社会的勢力との取引拒絶）  

（1）この預金口座は、次項各号のいずれにも該当しない場合に利用する

ことができ、次項各号の一にでも該当する場合には、当行はこの預金口

座の開設をお断りするものとします。  

（2）次の各号の一にでも該当し、預金者との取引を継続することが不適

切である場合には、当行はこの預金取引を停止し、または預金者に通知

することによりこの預金口座を解約することができるものとします。なお、こ

の解約によって生じた損害については、当行は責任を負い  

ません。また、この解約により当行に損害が生じたときは、その損害額を

支払ってください。  

①預金者が取引用印鑑の届出時にした表明・確約に関して虚偽の申告

 

 

 

 

 

 

 

７.（印鑑照合）  

解約依頼書、諸届その他書類に使用された印影を届出の印鑑と相当の

注意をもって照合し、相違ないものと認めて取扱いましたうえは、それら

の書類につき偽造、変造その他の事故があってもそのために生じた損害

については、当行は責任を負いません。  

８.（譲渡、質入れの禁止）  

この預金は、譲渡または質入れはできません。  

９.（反社会的勢力との取引拒絶）  

（1）この預金口座は、次項各号のいずれにも該当しない場合に利用する

ことができ、次項各号の一にでも該当する場合には、当行はこの預金口

座の開設をお断りするものとします。  

（2）次の各号の一にでも該当し、預金者との取引を継続することが不適

切である場合には、当行はこの預金取引を停止し、または預金者に通知

することによりこの預金口座を解約することができるものとします。なお、こ

の解約によって生じた損害については、当行は責任を負い  

ません。また、この解約により当行に損害が生じたときは、その損害額を

支払ってください。  

①預金者が取引用印鑑の届出時にした表明・確約に関して虚偽の申告
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をしたことが判明した場合  

②預金者が、暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった時から５年を経

過しない者、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋等、社会運動

等標ぼうゴロまたは特殊知能暴力集団等、その他これらに準ずる者（以

下これらを「暴力団員等」という。）に該当し、または次のいずれかに該当

したことが判明した場合  

Ａ.暴力団員等が経営を支配していると認められる関係を有すること  

Ｂ.暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められる関係を有す

ること  

Ｃ.自己、自社もしくは第三者の不正の利益を図る目的または第三者に

損害を加える目的をもってするなど、不当に暴力団員等を利用している

と認められる関係を有すること  

Ｄ.暴力団員等に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの

関与をしていると認められる関係を有すること  

Ｅ.役員または経営に実質的に関与している者が暴力団員等と社会的に

非難されるべき関係を有すること  

③預金者が、自らまたは第三者を利用して次のいずれか一にでも該当

する行為をした場合  

Ａ.暴力的な要求行為  

Ｂ.法的な責任を超えた不当な要求行為  

Ｃ.取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為  

Ｄ.風説を流布し、偽計を用いまたは力を用いて当行の信用を毀損し、ま

たは当行の業務を妨害する行為  

Ｅ.その他前ＡからＤに準ずる行為  

１７.（成年後見人等の届出）  

をしたことが判明した場合  

②預金者が、暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった時から５年を経

過しない者、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋等、社会運動

等標ぼうゴロまたは特殊知能暴力集団等、その他これらに準ずる者（以

下これらを「暴力団員等」という。）に該当し、または次のいずれかに該当

したことが判明した場合  

Ａ.暴力団員等が経営を支配していると認められる関係を有すること  

Ｂ.暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められる関係を有す

ること  

Ｃ.自己、自社もしくは第三者の不正の利益を図る目的または第三者に

損害を加える目的をもってするなど、不当に暴力団員等を利用している

と認められる関係を有すること  

Ｄ.暴力団員等に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの

関与をしていると認められる関係を有すること  

Ｅ.役員または経営に実質的に関与している者が暴力団員等と社会的に

非難されるべき関係を有すること  

③預金者が、自らまたは第三者を利用して次のいずれか一にでも該当

する行為をした場合  

Ａ.暴力的な要求行為  

Ｂ.法的な責任を超えた不当な要求行為  

Ｃ.取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為  

Ｄ.風説を流布し、偽計を用いまたは力を用いて当行の信用を毀損し、ま

たは当行の業務を妨害する行為  

Ｅ.その他前ＡからＤに準ずる行為  

１０.（成年後見人等の届出）  
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（1）家庭裁判所の審判により、補助・保佐・後見が開始された場合には、

直ちに成年後見人等の氏名その他必要な事項を書面によってお届けく

ださい。預金者の成年後見人等について、家庭裁判所の審判により、補

助・保佐・後見が開始された場合も同様にお届けください。  

（2）家庭裁判所の審判により、任意後見監督人の選任がされた場合に

は、直ちに任意後見監督人の氏名その他必要な事項を書面によってお

届けください。  

（3）すでに補助・保佐・後見開始の審判を受けている場合、または任意

後見監督人の選任がされている場合にも、前 2 項と同様にお届けくださ

い。  

（4）前 3 項の届出事項に取消または変更等が生じた場合にも同様にお

届けください。  

（5）前 4 項の届出の前に生じた損害については、当行は責任を負いま

せん。  

１８．（届出事項の変更、通知等） 

（１）印鑑の紛失、氏名、住所、その他の届出事項に変更があったとき

は、直ちに書面等によって当店に届出てください。この届出の前に生じ

た損害については、当行は責任を負いません。 

（２）届出のあった氏名、住所にあてて当行が通知または送付書類を発

送した場合には、延着したときまたは到達しなかったときでも、通常到達

すべき時に到達したものとみなします。 

１９．(保険事故発生時における預金者からの相殺)  

(1)この預金は、当行に預金保険法の定める保険事故が生じた場合に

は、本条各項の定めにより相殺することができます。なお、この預金に、

預金者の当行に対する債務を担保するため、もしくは第三者の当行に対

（1）家庭裁判所の審判により、補助・保佐・後見が開始された場合には、

直ちに成年後見人等の氏名その他必要な事項を書面によってお届けく

ださい。預金者の成年後見人等について、家庭裁判所の審判により、補

助・保佐・後見が開始された場合も同様にお届けください。  

（2）家庭裁判所の審判により、任意後見監督人の選任がされた場合に

は、直ちに任意後見監督人の氏名その他必要な事項を書面によってお

届けください。  

（3）すでに補助・保佐・後見開始の審判を受けている場合、または任意

後見監督人の選任がされている場合にも、前 2 項と同様にお届けくださ

い。  

（4）前 3 項の届出事項に取消または変更等が生じた場合にも同様にお

届けください。  

（5）前 4 項の届出の前に生じた損害については、当行は責任を負いま

せん。  

１１.（通知等） 

届出のあった氏名、住所にあてて当行が通知または送付書類を発送し

た場合には、延着したときまたは到達しなかったときでも、通常到達すべ

き時に到達したものとみなします。  

 

 

 

１２．(保険事故発生時における預金者からの相殺)  

(1)この預金は、当行に預金保険法の定める保険事故が生じた場合に

は、本条各項の定めにより相殺することができます。なお、この預金に、

預金者の当行に対する債務を担保するため、もしくは第三者の当行に対
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する債務で預金者が保証人となっているものを担保するために質権等の

担保権が設定されている場合にも同様の取扱いとします。定期預金は、

満期日が未到来であっても、当行に預金保険法の定める保険事故が生

じた場合には、当行に対する借入金等の債務と相殺する場合に限り当

該相殺額について期限が到来したものとして、相殺することができます。

なお、この預金が第 8 条第 1 項第 1 号により貸越金の担保となっている

場合にも同様の取扱いとします。 

(2)前項により相殺する場合には、次の手続きによるものとします。  

①相殺通知は書面によるものとし、複数の借入金等の債務がある場合に

は充当の順序方法を指定のうえ、当行所定の払戻請求書に届出の印章

により記名押印して、直ちに当行に提出してください。ただし、この預金

で担保される債務がある場合には、当該債務または当該債務が第三者

の当行に対する債務である場合には預金者の保証債務から相殺される

ものとします。相殺により貸越金が新極度額をこえることとなるときは、新

極度額を超える金額を優先して貸越金に充当することとします。 

②前号の充当の指定のない場合には、当行の指定する順序方法により

充当いたします。  

③第 1 号による指定により、債権保全上支障が生じるおそれがある場合

には、当行は遅滞なく異議を述べ、担保・保証の状況等を考慮して、順

序方法を指定することができるものとします｡  

(3)相殺する場合の借入金等の債務の利息、割引料、遅延損害金等の

計算については、その期間を相殺通知が当行に到達した日までとして、

利率、料率は当行の定めによるものとします。また、借入金等を期限前弁

済することにより発生する損害金等の取扱については当行の定めによる

ものとします。  

する債務で預金者が保証人となっているものを担保するために質権等の

担保権が設定されている場合にも同様の取扱いとします。  

 

 

 

 

 

(2)前項により相殺する場合には、次の手続きによるものとします。  

①相殺通知は書面によるものとし、複数の借入金等の債務がある場合に

は充当の順序方法を指定のうえ、当行所定の払戻請求書に届出の印章

により記名押印して、直ちに当行に提出してください。ただし、この預金

で担保される債務がある場合には、当該債務または当該債務が第三者

の当行に対する債務である場合には預金者の保証債務から相殺される

ものとします。  

 

②前号の充当の指定のない場合には、当行の指定する順序方法により

充当いたします。  

③第 1 号による指定により、債権保全上支障が生じるおそれがある場合

には、当行は遅滞なく異議を述べ、担保・保証の状況等を考慮して、順

序方法を指定することができるものとします｡  

(3)相殺する場合の借入金等の債務の利息、割引料、遅延損害金等の

計算については、その期間を相殺通知が当行に到達した日までとして、

利率、料率は当行の定めによるものとします。また、借入金等を期限前弁

済することにより発生する損害金等の取扱については当行の定めによる

ものとします。  
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(4)相殺する場合において借入金の期限前弁済等の手続について別の

定めがあるときには、その定めによるものとします。ただし、借入金の期限

前弁済等について当行の承諾を要する等の制限がある場合においても

相殺することができるものとします。  

２０.（規定の準用） 

この規定に定めのない事項については、当行が別途定める「しまぎんイ

ンターネットバンキング＜個人＞利用規定」および「しまぎんキャッシュカ

ード規定」により取扱います。  

２１．（未利用口座管理手数料）  

(1)未利用口座管理手数料は、別途定める未利用口座が対象となりま

す。  

(2)この預金は、別途定める一定の期間預金者による所定のご利用がな

い場合には、未利用口座となります。  

(3)この預金が未利用口座となりかつ残高が別途定める一定の金額を超

えることがない場合には、当行はこの預金口座から、払戻請求書等によ

らず、当行の定める未利用口座管理手数料の引落しを開始することがで

きるものとします。また、残高不足等により、未利用口座管理手数料の引

落しが不能となった口座については、残金および利息を未利用口座管

理手数料の一部として充当し、通知することなく当行所定の方法により、

解約することができるものとします。  

(4)一旦引落しとなり、お支払いいただいた未利用口座管理手数料は、ご

返却いたしません。  

２２．(規定の変更)  

(1)この規定の各条項その他の条件は、金融情勢の状況の変化その他相

当の事由があると認められる場合には、当行ウェブサイトへの掲載による

(4)相殺する場合において借入金の期限前弁済等の手続について別の

定めがあるときには、その定めによるものとします。ただし、借入金の期限

前弁済等について当行の承諾を要する等の制限がある場合においても

相殺することができるものとします。  

１３.（規定の準用） 

この規定に定めのない事項については、当行が別途定める「しまぎんイ

ンターネットバンキング＜個人＞利用規定」および「しまぎんキャッシュカ

ード規定」により 取扱います。  

１４．（未利用口座管理手数料）  

(1)未利用口座管理手数料は、別途定める未利用口座が対象となりま

す。  

(2)この預金は、別途定める一定の期間預金者による所定のご利用がな

い場合には、未利用口座となります。  

(3)この預金が未利用口座となりかつ残高が別途定める一定の金額を超

えることがない場合には、当行はこの預金口座から、払戻請求書等によ

らず、当行の定める未利用口座管理手数料の引落しを開始することがで

きるものとします。また、残高不足等により、未利用口座管理手数料の引

落しが不能となった口座については、残金および利息を未利用口座管

理手数料の一部として充当し、通知することなく当行所定の方法により、

解約することができるものとします。  

(4)一旦引落しとなり、お支払いいただいた未利用口座管理手数料は、ご

返却いたしません。  

１５．(規定の変更)  

(1)この規定の各条項その他の条件は、金融情勢の状況の変化その他相

当の事由があると認められる場合には、当行ウェブサイトへの掲載による
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公表その他相当の方法で周知することにより、変更できるものとします。  

(2)前項の変更は、公表等の際に定める適用開始日から適用するものと

します。 

 

 附則１．未利用口座管理手数料の取扱について  

  未利用口座管理手数料は以下により取扱います。  

１．（未利用口座の範囲）  

(1)最後のお預入れまたは払戻し（該当普通預金の元金に対する利息入

金および未利用口座管理手数料の引落しは除きます。）または通帳記帳

から２年以上、一度もお預入れまたは払戻しまたは通帳記帳がない普通

預金口座（総合口座を含みます） を未利用口座として取扱います。  

(2)前項の未利用期間の起算日は次の通りとします。  

①2021 年 12 月 30 日までに開設された口座・・・2022 年 1 月 1 日また

は最終異動日の翌日のいずれか遅い方  

②2022 年 1 月 1 日以降に開設された口座・・・最終異動日の翌日  

２．（未利用口座管理手数料）  

(1)預金者の口座が未利用口座となった場合、お届けの氏名、住所に宛

て、通知を発信します。なお、通知が延着しまたは到達しなかったときで

も通常到達すべき時に到達したものとみなします。  

(2)前項の通知を発信してから発信の翌々月末までにお取引がない場

合、その翌月における当行が定め  

る任意の日に別途定める未利用口座管理手数料をご負担いただきま

す。  

翌年以降も未利用口座である場合、同様の手続きにより未利用口座管

理手数料をご負担いただきます。  

公表その他相当の方法で周知することにより、変更できるものとします。  

(2)前項の変更は、公表等の際に定める適用開始日から適用するものと

します。 

 

 附則１．未利用口座管理手数料の取扱について  

  未利用口座管理手数料は以下により取扱います。  

１．（未利用口座の範囲）  

(1)最後のお預入れまたは払戻し（該当普通預金の元金に対する利息入

金および未利用口座管理手数料の引落しは除きます。）または通帳記帳

から２年以上、一度もお預入れまたは払戻しまたは通帳記帳がない普通

預金口座（総合口座を含みます） を未利用口座として取扱います。  

(2)前項の未利用期間の起算日は次の通りとします。  

①2021 年 12 月 30 日までに開設された口座・・・2022 年 1 月 1 日また

は最終異動日の翌日のいずれか遅い方  

②2022 年 1 月 1 日以降に開設された口座・・・最終異動日の翌日  

２．（未利用口座管理手数料）  

(1)預金者の口座が未利用口座となった場合、お届けの氏名、住所に宛

て、通知を発信します。なお、通知が延着しまたは到達しなかったときで

も通常到達すべき時に到達したものとみなします。  

(2)前項の通知を発信してから発信の翌々月末までにお取引がない場

合、その翌月における当行が定め  

る任意の日に別途定める未利用口座管理手数料をご負担いただきま

す。  

翌年以降も未利用口座である場合、同様の手続きにより未利用口座管

理手数料をご負担いただきます。  
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(3)次の場合は未利用口座管理手数料の対象外です。  

ただし、②③については、当行が管理する顧客単位の取引とし、顧客単

位が相違する場合には対象 

となります。 

①該当未利用口座の残高が１万円以上である場合  

②定期預金、 積立定期預金、財形預金、保険契約等のお取引が１円

以上ある場合  

③融資取引がある場合  

④その他当行が定める所定の場合  

３．口座の自動解約  

(1)残高不足等により未利用口座管理手数料の引落しができない場合、

残金および利息を未利用口座管理手数料の一部として充当し、当該口

座を通知することなく解約させていただきます。なお、お客さまの口座残

高以上のご負担はございません。  

(2)前項による口座解約にともないお客さまに生じた損害については、当

行は責任を負いません。  

(3)未利用口座管理手数料のご返却、および解約となった口座の再利用

には応じかねますので予めご了承ください。  

以上   

2026 年 3 月 31 日改定 

2026 年６月１日改定 

(3)次の場合は未利用口座管理手数料の対象外です。  

ただし、②③については、当行が管理する顧客単位の取引とし、顧客単

位が相違する場合には対象 

となります。 

①該当未利用口座の残高が１万円以上である場合  

②定期預金、 積立定期預金、財形預金、保険契約等のお取引が１円以

上ある場合  

③融資取引がある場合  

④その他当行が定める所定の場合  

３．口座の自動解約  

(1)残高不足等により未利用口座管理手数料の引落しができない場合、

残金および利息を未利用口座管理手数料の一部として充当し、当該口

座を通知することなく解約させていただきます。なお、お客さまの口座残

高以上のご負担はございません。  

(2)前項による口座解約にともないお客さまに生じた損害については、当

行は責任を負いません。  

(3)未利用口座管理手数料のご返却、および解約となった口座の再利用

には応じかねますので予めご了承ください。  

以上   

2026 年 3 月 31 日改定 
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島根銀行（以下「当行」という）と「しまぎんふるさと普通預金（通称：

TAMERU）」（以下「この預金」という。）の取引を行う場合、下記の規定お

よび「しまぎんインターネットバンキング＜個人＞利用規定（しまぎんアプ

リ版）」により取り扱います。 

 

1．（総合口座取引） 

（１）この預金では、次の各取引を、総合口座として利用すること（以下「こ

の取引」という。）ができます。 

①普通預金 

②定期預金 

なお、この定期預金は、「しまぎんインターネット定期預金規定（スーパー

定期）しまぎんアプリ版」または「しまぎんインターネット定期預金規定（大

口定期）しまぎんアプリ版」により取扱います。 

③第 2 号の定期預金を担保とする当座貸越 

（２）普通預金については、単独で利用することができます。 

（３）第 1 項第 1 号から第 2 号までの各取引については、この規定の定

めによるほか、当行の当該各取引の規定により取扱います。 

２.（預金の取引） 

(1) この預金は、「しまぎんアプリ」からのみ口座開設することとして、お 1

人様につき 1 口座とさせて頂きます。なお、キャッシュカードおよび通帳

を発行しません。印鑑登録も不要となります。 

(2) この預金は、パーソナルコンピューター等の端末機によるインターネ

ットを通じた依頼に基づく方法、もしくは当行と提携している金融機関等

の現金自動預入払出兼用機（現金自動預金機、現金自動支払機を含

む。）による方法により取引を行います。 

島根銀行（以下「当行」という）と「しまぎんふるさと普通預金（通称：

TAMERU）」（以下「この預金」という。）の取引を行う場合、下記の規定お

よび「しまぎんインターネットバンキング＜個人＞利用規定（しまぎんアプ

リ版）」により取り扱います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１.（預金の取引） 

(1) この預金は、「しまぎんアプリ」からのみ口座開設することとして、お 1

人様につき 1 口座とさせて頂きます。なお、キャッシュカードおよび通帳

を発行しません。印鑑登録も不要となります。 

(2) この預金は、パーソナルコンピューター等の端末機によるインターネ

ットを通じた依頼に基づく方法、もしくは当行と提携している金融機関等

の現金自動預入払出兼用機（現金自動預金機、現金自動支払機を含

む。）による方法により取引を行います。 
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３.（取扱店の範囲） 

この預金は、スマートフォン支店専用であり、お取引は「しまぎんアプリ」

を利用した取引に限ります。原則として当行本支店の窓口で預け入れ・

払い戻しを行うことはできません。 

４.（各種料金等の自動支払い） 

(1) この預金から各種料金等の自動支払いをするときには、あらかじめ当

行所定の手続きをしてください。 

(2) この預金から同日に数件の支払いをする場合に、その総額が払い戻

すことができる金額（当座貸越を利用できる範囲内の金額を含む。）を超

えるときは、そのいずれを支払うかは当行の任意とします。  

５.（振込金の受入） 

(1) この預金口座には、為替による振込金を受入れます。 

(2) この預金口座への振込について、振込通知の発信金融機関から重

複発信等の誤発信による取消通知があった場合には、振込金の入金履

歴を取消します。 

６.（利息） 

この預金の利息は、毎日の最終残高 1,000 円以上について付利単位を

100 円として、毎年 2 月と 8 月の当行所定の日に、当行スマートフォン支

店のホームページに掲示する毎日の利率によって計算のうえこの預金に

組入れます。なお、利率は金融情勢に応じて変更します。 

７．（当座貸越） 

（１）普通預金について、その残高を超えて払戻しの請求または各種料

金等の自動支払いの請求があった場合には、当行はこの取引の定期預

金を担保に不足額を当座貸越として自動的に貸出し、普通預金へ入金

のうえ払戻しまたは自動支払いします。 

２.（取扱店の範囲） 

この預金は、スマートフォン支店専用であり、お取引は「しまぎんアプリ」

を利用した取引に限ります。原則として当行本支店の窓口で預け入れ・

払い戻しを行うことはできません。 

３.（各種料金等の自動支払い） 

(1) この預金から各種料金等の自動支払いをするときには、あらかじめ当

行所定の手続きをしてください。 

(2) この預金から同日に数件の支払いをする場合に、その総額が払い戻

すことができる金額（当座貸越を利用できる範囲内の金額を含む。）を超

えるときは、そのいずれを支払うかは当行の任意とします。  

４.（振込金の受入） 

(1) この預金口座には、為替による振込金を受入れます。 

(2) この預金口座への振込について、振込通知の発信金融機関から重

複発信等の誤発信による取消通知があった場合には、振込金の入金履

歴を取消します。 

５.（利息） 

この預金の利息は、毎日の最終残高 1,000 円以上について付利単位を

100 円として、毎年 2 月と 8 月の当行所定の日に、当行スマートフォン支

店のホームページに掲示する毎日の利率によって計算のうえこの預金に

組入れます。なお、利率は金融情勢に応じて変更します。 
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（２）前項による当座貸越の限度額（以下「極度額」という。）は、この取引

の定期預金の合計額の 90％（1,000 円未満は切り捨てます。）または

200 万円のうちいずれか少ない金額とします。 

（３）第 1 項による貸越金の残高がある場合には、普通預金に受入れまた

は振込まれた資金（受入れた証券類の金額は決済されるまでこの資金か

ら除く。）は貸越金残高に達するまで自動的に返済にあてます。なお、貸

越金の利率に差異がある場合には、後記第 9 条第 1 項第 1 号の貸越

利率の高い順にその返済にあてます。 

８．（貸越金の担保） 

（１）この取引に定期預金があるときは、第 2 項の順序に従い、次により貸

越金の担保とします。この取引の定期預金には、その合計額について

223 万円を限度に貸越金の担保として質権を設定します。 

（２）この取引に定期預金があるときは、後記第 9 条第 1 項第 1 号の貸越

利率の低いものから順次担保とします。なお、貸越利率が同一となる定

期預金が数口ある場合には、預入日（継続をしたときはその継続日）の

早い順序に従い担保とします。 

（３）①貸越金の担保となっている定期預金について解約または（仮）差

押があった場合には、前条第 2 項第 1 号により算出される金額について

は、解約された預金の金額または（仮）差押にかかる預金の全額を除外

することとし、前各項と同様の方法により貸越金の担保とします。 

②前 1 号の場合、貸越金が新極度額を超えることとなるときは、直ちに新

極度額を超える金額を支払ってください。 

９．（貸越金利息等） 

（１）①貸越金の利息は、付利単位を 100 円とし、毎年 2 月と 8 月の当行

所定の日に、1 年を 365 日として日割計算のうえ普通預金から引落しま
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たは貸越元金に組入れます。この場合の貸越利率は次のとおりとしま

す。この場合の貸越利率は、定期預金ごとにその約定利率に年 0.5％を

加えた利率とします。 

②前号の組入れにより極度額を超える場合には、当行からの請求があり

次第直ちに極度額を超える金額を支払ってください。 

③この取引の定期預金の全額の解約により定期預金のいずれの残高も

零になった場合には、第 1 号にかかわらず、貸越金の利息を同時に支

払ってください。 

（２）貸越利率については、金融情勢の変化により変更することがありま

す。 

この場合の新利率の適用は当行が定めた日からとします。 

（３）当行に対する債務を履行しなかった場合の損害金の割合は、年

14％（年 365 日の日割計算）とします。 

１０．（即時支払） 

（１）次の各号の一にでも該当した場合に貸越元利金等があるときは、当

行からの請求がなくても、それらを支払ってください。 

①支払いの停止または破産、民事再生手続開始の申立てがあったとき 

②相続の開始があったとき 

③第 9 条第 1 項第 2 号により極度額を超えたまま 6 か月を経過したとき 

④住所変更の届出を怠るなどにより、当行において所在が明らかでなく

なったとき 

（２）次の各場合に貸越元利金等があるときは、当行からの請求があり次

第、それらを支払ってください。 

①当行に対する債務の一つでも返済が遅れているとき 

②その他債権の保全を必要とする相当の事由が生じたとき 
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１１.（取引の制限等） 

(1)当行は、預金者の情報および具体的な取引の内容等を適切に把握

するため、提出期限を指定して各種確認や資料の提出を求めることがあ

ります。預金者から正当な理由なく指定した期限までに回答いただけな

い場合には、入金、払戻し等の本規定にもとづく取引の一部を制限する

場合があります。  

(2)前項の各種確認や資料の提出の求めに対する預金者の回答、具体

的な取引の内容、預金者の説明内容およびその他の事情を考慮して、

当行がマネー・ローンダリング、テロ資金供与、もしくは経済制裁関係法

令等への抵触のおそれがあると判断した場合には、入金、払戻し等の本

規定にもとづく取引の一部を制限する場合があります。  

(3)前２項に定めるいずれの取引の制限についても、預金者からの説明

等にもとづき、マネー・ローンダリング、テロ資金供与、または経済制裁関

係法令等への抵触のおそれが合理的に解消されたと当行が認める場

合、当行は当該取引の制限を解除します。 

１２.（解約等） 

(1) この預金口座を解約する場合には、当行所定の解約依頼書に記名

して、本人確認書類とともに当行事務センターへご郵送ください。当該解

約依頼書等が当行事務センターに届いた時点で解約の手続きを行いま

す。この場合、この取引は終了するものとし、貸越元利金等があるときは

それらを支払ってください。なお、定期預金の残高があるときは、定期預

金を解約した後でなければ解約できません。 

(2) 次の各号の一にでも該当した場合には、当行はこの預金取引を停止

し、または預金者に通知することによりこの預金口座を解約することがで

きるものとします。なお、通知により解約する場合、到達のいかんにかか

６.（取引の制限等） 

(1)当行は、預金者の情報および具体的な取引の内容等を適切に把握

するため、提出期限を指定して各種確認や資料の提出を求めることがあ

ります。預金者から正当な理由なく指定した期限までに回答いただけな

い場合には、入金、払戻し等の本規定にもとづく取引の一部を制限する

場合があります。  

(2)前項の各種確認や資料の提出の求めに対する預金者の回答、具体

的な取引の内容、預金者の説明内容およびその他の事情を考慮して、

当行がマネー・ローンダリング、テロ資金供与、もしくは経済制裁関係法

令等への抵触のおそれがあると判断した場合には、入金、払戻し等の本

規定にもとづく取引の一部を制限する場合があります。  

(3)前２項に定めるいずれの取引の制限についても、預金者からの説明

等にもとづき、マネー・ローンダリング、テロ資金供与、または経済制裁関

係法令等への抵触のおそれが合理的に解消されたと当行が認める場

合、当行は当該取引の制限を解除します。 

７.（解約等） 

(1) この預金口座を解約する場合には、当行所定の解約依頼書に記名

して、本人確認書類とともに当行事務センターへご郵送ください。当該解

約依頼書等が当行事務センターに届いた時点で解約の手続きを行いま

す。 

 

 

(2) 次の各号の一にでも該当した場合には、当行はこの預金取引を停止

し、または預金者に通知することによりこの預金口座を解約することがで

きるものとします。なお、通知により解約する場合、到達のいかんにかか
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わらず、当行が解約の通知を届出のあった氏名、住所にあてて発信した

時に解約されたものとします。 

①この預金口座の名義人が存在しないことが明らかになった場合または

預金口座の名義人の意思によらずに開設されたことが明らかになった場

合 

②この預金の預金者が、下記第 15 条に定める「譲渡・質入れの禁止」に

違反した場合 

③この預金がマネー・ローンダリング、テロ資金供与、経済制裁関係法令

等に接触する取引に利用され、またはそのおそれがあると合理的に認め

られる場合 

④この預金が法令や公序良俗に反する行為に利用され、またはそのお

それがあると認められる場合 

(3)この預金が、当行が別途表示する一定の期間預金者による利用がな

く、かつ残高が一定の金額を超えることがない場合には、当行はこの預

金取引を停止し、または預金者に通知することによりこの預金口座を解

約することができるものとします。また、法令に基づく場合にも同様にでき

るものとします。 

(4) (2)または(3)により、この預金口座が解約され残高がある場合、または

この預金取引が停止されその解除を求める場合には、当行所定の方法

で取引店に申出てください。この場合、当行は相当の期間をおき、必要

な書類等の提出または保証人を求めることがあります。 

（5）前第１０条各項の事由があるときは、当行はいつでも貸越を中止しま

たは貸越取引を解約できるものとします。 

１３．（差引計算等） 

（１）この取引による債務を履行しなければならない場合には、当行は次

わらず、当行が解約の通知を届出のあった氏名、住所にあてて発信した

時に解約されたものとします。 

①この預金口座の名義人が存在しないことが明らかになった場合または

預金口座の名義人の意思によらずに開設されたことが明らかになった場

合 

②この預金の預金者が、下記第 8 条に定める「譲渡・質入れの禁止」に

違反した場合 

③この預金がマネー・ローンダリング、テロ資金供与、経済制裁関係法令

等に接触する取引に利用され、またはそのおそれがあると合理的に認め

られる場合 

④この預金が法令や公序良俗に反する行為に利用され、またはそのお

それがあると認められる場合 

(3)この預金が、当行が別途表示する一定の期間預金者による利用がな

く、かつ残高が一定の金額を超えることがない場合には、当行はこの預

金取引を停止し、または預金者に通知することによりこの預金口座を解

約することができるものとします。また、法令に基づく場合にも同様にでき

るものとします。 

(4) (2)または(3)により、この預金口座が解約され残高がある場合、または

この預金取引が停止されその解除を求める場合には、当行所定の方法

で取引店に申出てください。この場合、当行は相当の期間をおき、必要

な書類等の提出または保証人を求めることがあります。 
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のとおり取扱うことができるものとします。 

①この取引の定期預金については、その満期日前でも貸越元利金等と

相殺できるものとします。また、相殺できる場合は事前の通知および所定

の手続を省略し、この取引の定期預金を払戻し、貸越元利金等の弁済

にあてることもできるものとします。 

②前号により、なお残りの債務がある場合には直ちに支払ってください。 

（２）前項によって差引計算等をする場合、債権債務の利息および損害

金の計算については、その期間を計算実行の日までとし、定期預金の利

率はその約定利率とします。 

１４.（印鑑照合） 

この預金は、原則印鑑登録は不要ですが、法令等により印鑑の押印を

必要とする場合は、当行事務センターにて印鑑登録の上、書類に使用さ

れた印影を届出の印鑑と相当の注意をもって照合し、相違ないものと認

めて取扱いましたうえは、それらの書類につき偽造、変造その他の事故

があってもそのために生じた損害については、当行は責任を負いませ

ん。 

１５.（譲渡、質入れの禁止） 

この預金は、譲渡または質入れはできません。 

１６.（反社会的勢力との取引拒絶） 

（1）この預金口座は、次項各号のいずれにも該当しない場合に利用する

ことができ、次項各号の一にでも該当する場合には、当行はこの預金口

座の開設をお断りするものとします。 

（2）次の各号の一にでも該当し、預金者との取引を継続することが不適

切である場合には、当行はこの預金取引を停止し、または預金者に通知

することによりこの預金口座を解約することができるものとします。なお、こ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８.（印鑑照合） 

この預金は、原則印鑑登録は不要ですが、法令等により印鑑の押印を

必要とする場合は、当行事務センターにて印鑑登録の上、書類に使用さ

れた印影を届出の印鑑と相当の注意をもって照合し、相違ないものと認

めて取扱いましたうえは、それらの書類につき偽造、変造その他の事故

があってもそのために生じた損害については、当行は責任を負いませ

ん。 

９.（譲渡、質入れの禁止） 

この預金は、譲渡または質入れはできません。 

１０.（反社会的勢力との取引拒絶） 

（1）この預金口座は、次項各号のいずれにも該当しない場合に利用する

ことができ、次項各号の一にでも該当する場合には、当行はこの預金口

座の開設をお断りするものとします。 

（2）次の各号の一にでも該当し、預金者との取引を継続することが不適

切である場合には、当行はこの預金取引を停止し、または預金者に通知

することによりこの預金口座を解約することができるものとします。なお、こ
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の解約によって生じた損害については、当行は責任を負いません。ま

た、この解約により当行に損害が生じたときは、その損害額を支払ってく

ださい。 

①預金者が取引用印鑑の届出時にした表明・確約に関して虚偽の申告

をしたことが判明した場合 

②預金者が、暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった時から５年を経

過しない者、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋等、社会運動

等標ぼうゴロまたは特殊知能暴力集団等、その他これらに準ずる者（以

下これらを「暴力団員等」という。）に該当し、または次のいずれかに該当

したことが判明した場合 

Ａ.暴力団員等が経営を支配していると認められる関係を有すること 

Ｂ.暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められる関係を有す

ること 

Ｃ.自己、自社もしくは第三者の不正の利益を図る目的または第三者に

損害を加える目的をもってするなど、不当に暴力団員等を利用している

と認められる関係を有すること 

Ｄ.暴力団員等に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの

関与をしていると認められる関係を有すること 

Ｅ.役員または経営に実質的に関与している者が暴力団員等と社会的に

非難されるべき関係を有すること 

③ 預金者が、自らまたは第三者を利用して次のいずれか一にでも該当

する行為をした場合 

Ａ.暴力的な要求行為 

Ｂ.法的な責任を超えた不当な要求行為 

Ｃ.取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為 

の解約によって生じた損害については、当行は責任を負いません。ま

た、この解約により当行に損害が生じたときは、その損害額を支払ってく

ださい。 

①預金者が取引用印鑑の届出時にした表明・確約に関して虚偽の申告

をしたことが判明した場合 

②預金者が、暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった時から５年を経

過しない者、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋等、社会運動

等標ぼうゴロまたは特殊知能暴力集団等、その他これらに準ずる者（以

下これらを「暴力団員等」という。）に該当し、または次のいずれかに該当

したことが判明した場合 

Ａ.暴力団員等が経営を支配していると認められる関係を有すること 

Ｂ.暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められる関係を有す

ること 

Ｃ.自己、自社もしくは第三者の不正の利益を図る目的または第三者に

損害を加える目的をもってするなど、不当に暴力団員等を利用している

と認められる関係を有すること 

Ｄ.暴力団員等に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの

関与をしていると認められる関係を有すること 

Ｅ.役員または経営に実質的に関与している者が暴力団員等と社会的に

非難されるべき関係を有すること 

③ 預金者が、自らまたは第三者を利用して次のいずれか一にでも該当

する行為をした場合 

Ａ.暴力的な要求行為 

Ｂ.法的な責任を超えた不当な要求行為 

Ｃ.取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為 
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Ｄ.風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて当行の信用を毀損し、

または当行の業務を妨害する行為 

Ｅ.その他前ＡからＤに準ずる行為 

１７.（成年後見人等の届出） 

（1）家庭裁判所の審判により、補助・保佐・後見が開始された場合には、

直ちに成年後見人等の氏名その他必要な事項を書面によってお届けく

ださい。預金者の成年後見人等について、家庭裁判所の審判により、補

助・保佐・後見が開始された場合も同様にお届けください。 

（2）家庭裁判所の審判により、任意後見監督人の選任がされた場合に

は、直ちに任意後見監督人の氏名その他必要な事項を書面によってお

届けください。 

（3）すでに補助・保佐・後見開始の審判を受けている場合、または任意

後見監督人の選任がされている場合にも、前 2 項と同様にお届けくださ

い。 

（4）前 3 項の届出事項に取消または変更等が生じた場合にも同様にお

届けください。 

（5）前 4 項の届出の前に生じた損害については、当行は責任を負いま

せん。 

１８.（届出事項の変更、通知等） 

（1）氏名、住所、その他の届出事項に変更があったときは、直ちに書面

等によって当店に届出てください。この届出の前に生じた損害について

は、当行は責任を負いません。 

（2）届出のあった氏名、住所にあてて当行が通知または送付書類を発送

した場合には、延着したときまたは到達しなかったときでも、通常到達す

べき時に到達したものとみなします。 

Ｄ.風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて当行の信用を毀損し、

または当行の業務を妨害する行為 

Ｅ.その他前ＡからＤに準ずる行為 

１１.（成年後見人等の届出） 

（1）家庭裁判所の審判により、補助・保佐・後見が開始された場合には、

直ちに成年後見人等の氏名その他必要な事項を書面によってお届けく

ださい。預金者の成年後見人等について、家庭裁判所の審判により、補

助・保佐・後見が開始された場合も同様にお届けください。 

（2）家庭裁判所の審判により、任意後見監督人の選任がされた場合に

は、直ちに任意後見監督人の氏名その他必要な事項を書面によってお

届けください。 

（3）すでに補助・保佐・後見開始の審判を受けている場合、または任意

後見監督人の選任がされている場合にも、前 2 項と同様にお届けくださ

い。 

（4）前 3 項の届出事項に取消または変更等が生じた場合にも同様にお

届けください。 

（5）前 4 項の届出の前に生じた損害については、当行は責任を負いま

せん。 

１２.（通知等） 

 

 

 

届出のあった氏名、住所にあてて当行が通知または送付書類を発送し

た場合には、延着したときまたは到達しなかったときでも、通常到達すべ

き時に到達したものとみなします。 
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１９．(保険事故発生時における預金者からの相殺) 

 (1) この預金は、当行に預金保険法の定める保険事故が生じた場合に

は、本条各項の定めにより相殺することができます。なお、この預金に、

預金者の当行に対する債務を担保するため、もしくは第三者の当行に対

する債務で預金者が保証人となっているものを担保するために質権等の

担保権が設定されている場合にも同様の取扱いとします。定期預金は、

満期日が未到来であっても、当行に預金保険法の定める保険事故が生

じた場合には、当行に対する借入金等の債務と相殺する場合に限り当

該相殺額について期限が到来したものとして、相殺することができます。

なお、この預金が第 8 条第 1 項第 1 号により貸越金の担保となっている

場合にも同様の取扱いとします。 

(2) 前項により相殺する場合には、次の手続きによるものとします。 

①相殺通知は書面によるものとし、複数の借入金等の債務がある場合に

は充当の順序方法を指定のうえ、当行所定の払戻請求書に届出の印章

により記名押印して、直ちに当行に提出してください。ただし、この預金

で担保される債務がある場合には、当該債務または当該債務が第三者

の当行に対する債務である場合には預金者の保証債務から相殺される

ものとします。相殺により貸越金が新極度額をこえることとなるときは、新

極度額を超える金額を優先して貸越金に充当することとします。 

②前号の充当の指定のない場合には、当行の指定する順序方法により

充当いたします。 

③第 1 号による指定により、債権保全上支障が生じるおそれがある場合

には、当行は遅滞なく異議を述べ、担保・保証の状況等を考慮して、順

序方法を指定することができるものとします｡ 

(3)相殺する場合の借入金等の債務の利息、割引料、遅延損害金等の

１３．(保険事故発生時における預金者からの相殺) 

 (1) この預金は、当行に預金保険法の定める保険事故が生じた場合に

は、本条各項の定めにより相殺することができます。なお、この預金に、

預金者の当行に対する債務を担保するため、もしくは第三者の当行に対

する債務で預金者が保証人となっているものを担保するために質権等の

担保権が設定されている場合にも同様の取扱いとします。 

 

 

 

 

 

(2) 前項により相殺する場合には、次の手続きによるものとします。 

①相殺通知は書面によるものとし、複数の借入金等の債務がある場合に

は充当の順序方法を指定のうえ、当行所定の払戻請求書に届出の印章

により記名押印して、直ちに当行に提出してください。ただし、この預金

で担保される債務がある場合には、当該債務または当該債務が第三者

の当行に対する債務である場合には預金者の保証債務から相殺される

ものとします。 

 

②前号の充当の指定のない場合には、当行の指定する順序方法により

充当いたします。 

③第 1 号による指定により、債権保全上支障が生じるおそれがある場合

には、当行は遅滞なく異議を述べ、担保・保証の状況等を考慮して、順

序方法を指定することができるものとします｡ 

(3)相殺する場合の借入金等の債務の利息、割引料、遅延損害金等の
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計算については、その期間を相殺通知が当行に到達した日までとして、

利率、料率は当行の定めによるものとします。また、借入金等を期限前弁

済することにより発生する損害金等の取扱については当行の定めによる

ものとします。 

(4)相殺する場合において借入金の期限前弁済等の手続について別の

定めがあるときには、その定めによるものとします。ただし、借入金の期限

前弁済等について当行の承諾を要する等の制限がある場合においても

相殺することができるものとします。 

２０.（規定の準用） 

この規定に定めのない事項については、当行が別途定める「しまぎんイ

ンターネットバンキング＜個人＞（しまぎんアプリ版）利用規定」により取

扱います。 

２１．（未利用口座管理手数料） 

(1)未利用口座管理手数料は、別途定める未利用口座が対象となりま

す。 

(2)この預金は、別途定める一定の期間預金者による所定のご利用がな

い場合には、未利用口座となり 

ます。 

(3)この預金が未利用口座となりかつ残高が別途定める一定の金額を超

えることがない場合には、当行 

はこの預金口座から、払戻請求書等によらず、当行の定める未利用口座

管理手数料の引落しを開始 

することができるものとします。また、残高不足等により、未利用口座管理

手数料の引落しが不能 

となった口座については、残金および利息を未利用口座管理手数料の

計算については、その期間を相殺通知が当行に到達した日までとして、

利率、料率は当行の定めによるものとします。また、借入金等を期限前弁

済することにより発生する損害金等の取扱については当行の定めによる

ものとします。 

(4)相殺する場合において借入金の期限前弁済等の手続について別の

定めがあるときには、その定めによるものとします。ただし、借入金の期限

前弁済等について当行の承諾を要する等の制限がある場合においても

相殺することができるものとします。 

１４.（規定の準用） 

この規定に定めのない事項については、当行が別途定める「しまぎんイ

ンターネットバンキング＜個人＞（しまぎんアプリ版）利用規定」により取

扱います。 

１５．（未利用口座管理手数料） 

(1)未利用口座管理手数料は、別途定める未利用口座が対象となりま

す。 

(2)この預金は、別途定める一定の期間預金者による所定のご利用がな

い場合には、未利用口座となり 

ます。 

(3)この預金が未利用口座となりかつ残高が別途定める一定の金額を超

えることがない場合には、当行 

はこの預金口座から、払戻請求書等によらず、当行の定める未利用口座

管理手数料の引落しを開始 

することができるものとします。また、残高不足等により、未利用口座管理

手数料の引落しが不能 

となった口座については、残金および利息を未利用口座管理手数料の
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一部として充当し、通知する 

ことなく当行所定の方法により、解約することができるものとします。 

(4)一旦引落しとなり、お支払いいただいた未利用口座管理手数料は、ご

返却いたしません。 

 ２２．(規定の変更) 

(1) この規定の各条項その他の条件は、金融情勢の状況の変化その他

相当の事由があると認められる場合には、当行ウェブサイトへの掲載によ

る公表その他相当の方法で周知することにより、変更できるものとしま

す。 

(2) 前項の変更は、公表等の際に定める適用開始日から適用するものと

します。 

 

附則１．未利用口座管理手数料の取扱について 

  未利用口座管理手数料は以下により取扱います。 

1．（未利用口座の範囲） 

(1)最後のお預入れまたは払戻し（該当普通預金の元金に対する利息入

金および未利用口座管理手数料の引落しは除きます。）または通帳記帳

から２年以上、一度もお預入れまたは払戻しまたは通帳記帳がない普通

預金口座（総合口座を含みます） を未利用口座として取扱います。 

(2)前項の未利用期間の起算日は次の通りとします。 

①2021 年 12 月 30 日までに開設された口座・・・2022 年 1 月 1 日また

は最終異動日の翌日のいずれか遅い方 

②2022 年 1 月 1 日以降に開設された口座・・・最終異動日の翌日 

2．（未利用口座管理手数料） 

(1)預金者の口座が未利用口座となった場合、お届けの氏名、住所に宛

一部として充当し、通知する 

ことなく当行所定の方法により、解約することができるものとします。 

(4)一旦引落しとなり、お支払いいただいた未利用口座管理手数料は、ご

返却いたしません。 

 １６．(規定の変更) 

(1) この規定の各条項その他の条件は、金融情勢の状況の変化その他

相当の事由があると認められる場合には、当行ウェブサイトへの掲載によ

る公表その他相当の方法で周知することにより、変更できるものとしま

す。 

(2) 前項の変更は、公表等の際に定める適用開始日から適用するものと

します。 

 

附則１．未利用口座管理手数料の取扱について 

  未利用口座管理手数料は以下により取扱います。 

1．（未利用口座の範囲） 

(1)最後のお預入れまたは払戻し（該当普通預金の元金に対する利息入

金および未利用口座管理手数料の引落しは除きます。）または通帳記帳

から２年以上、一度もお預入れまたは払戻しまたは通帳記帳がない普通

預金口座（総合口座を含みます） を未利用口座として取扱います。 

(2)前項の未利用期間の起算日は次の通りとします。 

①2021 年 12 月 30 日までに開設された口座・・・2022 年 1 月 1 日また

は最終異動日の翌日のいずれか遅い方 

②2022 年 1 月 1 日以降に開設された口座・・・最終異動日の翌日 

2．（未利用口座管理手数料） 

(1)預金者の口座が未利用口座となった場合、お届けの氏名、住所に宛
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て、通知を発信します。なお、通知が延着しまたは到達しなかったときで

も通常到達すべき時に到達したものとみなします。 

(2)前項の通知を発信してから発信の翌々月末までにお取引がない場

合、その翌月における当行が定め 

る任意の日に別途定める未利用口座管理手数料をご負担いただきま

す。 

翌年以降も未利用口座である場合、同様の手続きにより未利用口座管

理手数料をご負担いただきます。 

(3)次の場合は未利用口座管理手数料の対象外です。 

ただし、②③については、当行が管理する顧客単位の取引とし、顧客単

位が相違する場合には対象となります。 

①該当未利用口座の残高が１万円以上である場合 

②定期預金、 積立定期預金、財形預金、保険契約等のお取引が１円

以上ある場合 

③融資取引がある場合 

④その他当行が定める所定の場合 

3．口座の自動解約 

(1)残高不足等により未利用口座管理手数料の引落しができない場合、

残金および利息を未利用口座管理手数料の一部として充当し、当該口

座を通知することなく解約させていただきます。なお、お客さまの口座残

高以上のご負担はございません。 

(2)前項による口座解約にともないお客さまに生じた損害については、当

行は責任を負いません。 

(3)未利用口座管理手数料のご返却、および解約となった口座の再利用

には応じかねますので予めご了承ください。 

て、通知を発信します。なお、通知が延着しまたは到達しなかったときで

も通常到達すべき時に到達したものとみなします。 

(2)前項の通知を発信してから発信の翌々月末までにお取引がない場

合、その翌月における当行が定め 

る任意の日に別途定める未利用口座管理手数料をご負担いただきま

す。 

翌年以降も未利用口座である場合、同様の手続きにより未利用口座管

理手数料をご負担いただきます。 

(3)次の場合は未利用口座管理手数料の対象外です。 

ただし、②③については、当行が管理する顧客単位の取引とし、顧客単

位が相違する場合には対象となります。 

①該当未利用口座の残高が１万円以上である場合 

②定期預金、 積立定期預金、財形預金、保険契約等のお取引が１円以

上ある場合 

③融資取引がある場合 

④その他当行が定める所定の場合 

3．口座の自動解約 

(1)残高不足等により未利用口座管理手数料の引落しができない場合、

残金および利息を未利用口座管理手数料の一部として充当し、当該口

座を通知することなく解約させていただきます。なお、お客さまの口座残

高以上のご負担はございません。 

(2)前項による口座解約にともないお客さまに生じた損害については、当

行は責任を負いません。 

(3)未利用口座管理手数料のご返却、および解約となった口座の再利用

には応じかねますので予めご了承ください。 
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以上  

2026 年 3 月 31 日改定 

2026 年６月１日改定 

以上  

2026 年 3 月 31 日改定 
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しまぎんインターネット定期預金規定（スーパー定期）しまぎんアプリ版 

 

島根銀行（以下「当行」という）と「しまぎんインターネット定期預金（スーパ

ー定期）」（以下「この預金」という。）の取引を「しまぎんアプリ」から行う場

合、下記の規定および「しまぎんインターネットバンキング＜個人＞（しま

ぎんアプリ版）利用規定」により取り扱います。 

 

１．(預金の預入) 

（1）この預金は「しまぎんアプリ」をご利用の方のみ預入できます。 

（2）この預金は、通帳、または証書の発行はいたしません。 

（3）この預金は「しまぎんアプリ」によって預入するものとします。預入は、

お客様の依頼に基づき、事前に登録されたお客様本人名義の普通預金

（利用口座）から出金して行います。 

（4）預入日は、「しまぎんアプリ」により預入の申込をされた日とします。 

（5）適用利率は預入日における当行所定の利率を適用します。 

（6）この預金の 1 口あたりの預入金額は 10 万円以上（1 円単位）としま

す。ただし、商品によっては、1 口あたりの預入金額を別途定めている場

合がありますので、別途「商品概要説明書」にてご確認ください。 

（7）この預金の預入期間は、3 か月・6 か月・1 年・3 年・5 年とします。た

だし、商品によっては、預入期間を別途定めている場合がありますので、

別途「商品概要説明書」にてご確認ください。 

（8）この預金では、マル優の取扱いはいたしません。 

２．(預金の解約) 

（1）預入時に、満期日の取扱いを「自動解約入金」に指定することによ

り、満期日にこの預金を自動的に解約し、元金および利息を普通預金

しまぎんインターネット定期預金規定（スーパー定期）しまぎんアプリ版 

 

島根銀行（以下「当行」という）と「しまぎんインターネット定期預金（スーパ

ー定期）」（以下「この預金」という。）の取引を「しまぎんアプリ」から行う場

合、下記の規定および「しまぎんインターネットバンキング＜個人＞（しま

ぎんアプリ版）利用規定」により取り扱います。 

 

１．(預金の預入) 

（1）この預金は「しまぎんアプリ」をご利用の方のみ預入できます。 

（2）この預金は、通帳、または証書の発行はいたしません。 

（3）この預金は「しまぎんアプリ」によって預入するものとします。預入は、

お客様の依頼に基づき、事前に登録されたお客様本人名義の普通預金

（利用口座）から出金して行います。 

（4）預入日は、「しまぎんアプリ」により預入の申込をされた日とします。 

（5）適用利率は預入日における当行所定の利率を適用します。 

（6）この預金の 1 口あたりの預入金額は 10 万円以上（1 円単位）としま

す。ただし、商品によっては、1 口あたりの預入金額を別途定めている場

合がありますので、別途「商品概要説明書」にてご確認ください。 

（7）この預金の預入期間は、3 か月・6 か月・1 年・3 年・5 年とします。た

だし、商品によっては、預入期間を別途定めている場合がありますので、

別途「商品概要説明書」にてご確認ください。 

（8）この預金では、マル優の取扱いはいたしません。 

２．(預金の解約) 

（1）預入時に、満期日の取扱いを「自動解約入金」に指定することによ

り、満期日にこの預金を自動的に解約し、元金および利息を普通預金
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（利用口座）に入金します。 

（2）満期未到来のこの預金について、中途解約操作を行うことにより、解

約の申込をされた日に下記第 4 条 4 項に記載する所定の中途解約利

率により解約し、元金および利息を普通預金（利用口座）に入金します。 

３．(満期日の取扱） 

（1）この預金は、預入時に自動継続（「元利継続」または「元金継続」）、も

しくは「自動解約入金」のいずれかを選択してください。 

（2）自動継続は、次により取り扱います。 

①「元利継続」を選択した場合は、満期日に利息を元金に組み入れのう

え、前回と同一の預入期間の定期預金に自動的に継続します。継続さ

れた預金についても以後同様に自動的に継続します。 

②「元金継続」を選択した場合は、満期日に利息を普通預金（利用口座）

に入金のうえ、元金を前回と同一の預入期間の定期預金に自動的に継

続します。継続された預金についても以後同様に自動的に継続します。 

③自動継続後の利率は、継続日における当行所定の利率を適用しま

す。 

ただし、継続後の利率について別の定めをしている場合は、その定めに

よる利率を適用します。 

④自動継続を選択した場合でも、満期日の取扱を預入期間中に「自動

解約入金」へ変更することができます。ただし、継続方式の変更（「元利

継続」から「元金継続」への変更、もしくは「元金継続」から「元利継続」へ

の変更）はできません。 

（3）「自動解約入金」を選択した場合は、満期日に、元金および利息を普

通預金（利用口座）に入金します。 

 

（利用口座）に入金します。 

（2）満期未到来のこの預金について、中途解約操作を行うことにより、解

約の申込をされた日に下記第 4 条 4 項に記載する所定の中途解約利

率により解約し、元金および利息を普通預金（利用口座）に入金します。 

３．(満期日の取扱） 

（1）この預金は、預入時に自動継続（「元利継続」または「元金継続」）、も

しくは「自動解約入金」のいずれかを選択してください。 

（2）自動継続は、次により取り扱います。 

①「元利継続」を選択した場合は、満期日に利息を元金に組み入れのう

え、前回と同一の預入期間の定期預金に自動的に継続します。継続さ

れた預金についても以後同様に自動的に継続します。 

②「元金継続」を選択した場合は、満期日に利息を普通預金（利用口座）

に入金のうえ、元金を前回と同一の預入期間の定期預金に自動的に継

続します。継続された預金についても以後同様に自動的に継続します。 

③自動継続後の利率は、継続日における当行所定の利率を適用しま

す。 

ただし、継続後の利率について別の定めをしている場合は、その定めに

よる利率を適用します。 

④自動継続を選択した場合でも、満期日の取扱を預入期間中に「自動

解約入金」へ変更することができます。ただし、継続方式の変更（「元利

継続」から「元金継続」への変更、もしくは「元金継続」から「元利継続」へ

の変更）はできません。 

（3）「自動解約入金」を選択した場合は、満期日に、元金および利息を普

通預金（利用口座）に入金します。 
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４．(利息) 

（1）この預金の利息は、預入日（自動継続をしたときはその継続日。以

下、本項および次項においても同じ。）から満期日の前日までの日数（以

下「約定日数」という。）および預入日における当行所定の利率（以下「約

定利率」という。）により計算します。預入期間が 3 年または 5 年の場合、

6 か月複利の方法により計算します。 

（2）満期日の取扱として「元利継続」または「元金継続」を選択された場

合の、この預金の利息の支払いは、あらかじめ指定された方法により、満

期日に普通預金（利用口座）へ入金するか、または満期日に元金に組入

れます。 

（3）満期日の取扱として「自動解約入金」を選択された場合のこの預金の

利息の支払いは、あらかじめ指定された方法により、満期日にこの預金と

ともに普通預金（利用口座）に入金します。 

（4）この預金を満期日前に解約する場合には、その利息（以下「期限前

解約利息」という。）は、預入日（継続したときは最後の継続日。以下同

じ。）から解約日の前日までの期間に応じた別表 1 の掛け目に約定利率

を乗じた利率（小数点第４位以下は切捨て。解約日におけるスマートフォ

ン支店以外の店頭で適用する普通預金利率を下回る場合には、解約日

におけるスマートフォン支店以外の店頭で適用する普通預金利率）によ

って計算し、この預金とともに支払います。預入期間が 3 年または 5 年

の場合、6 か月複利の方法により計算します。 

（5）この預金の付利単位は 1 円とし、1 年を 365 日として日割りで計算し

ます。 

＜別表 1＞期限前解約利率掛け目表 

４．(利息) 

（1）この預金の利息は、預入日（自動継続をしたときはその継続日。以

下、本項および次項においても同じ。）から満期日の前日までの日数（以

下「約定日数」という。）および預入日における当行所定の利率（以下「約

定利率」という。）により計算します。預入期間が 3 年または 5 年の場合、

6 か月複利の方法により計算します。 

（2）満期日の取扱として「元利継続」または「元金継続」を選択された場

合の、この預金の利息の支払いは、あらかじめ指定された方法により、満

期日に普通預金（利用口座）へ入金するか、または満期日に元金に組入

れます。 

（3）満期日の取扱として「自動解約入金」を選択された場合のこの預金の

利息の支払いは、あらかじめ指定された方法により、満期日にこの預金と

ともに普通預金（利用口座）に入金します。 

（4）この預金を満期日前に解約する場合には、その利息（以下「期限前

解約利息」という。）は、預入日（継続したときは最後の継続日。以下同

じ。）から解約日の前日までの期間に応じた別表 1 の掛け目に約定利率

を乗じた利率（小数点第４位以下は切捨て。解約日におけるスマートフォ

ン支店以外の店頭で適用する普通預金利率を下回る場合には、解約日

におけるスマートフォン支店以外の店頭で適用する普通預金利率）によ

って計算し、この預金とともに支払います。預入期間が 3 年または 5 年

の場合、6 か月複利の方法により計算します。 

（5）この預金の付利単位は 1 円とし、1 年を 365 日として日割りで計算し

ます。 

＜別表 1＞期限前解約利率掛け目表 
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約定

期間解約まで 

の期間 

 

3か月・6か

月・1年 

 

3年 

 

5年 

6ヶ月未満 ※普通預金 ※普通預金 ※普通預金 

6ヶ月以上1年未満 50％ 20％ ※普通預金 

1年以上1年半未満 ― 30％ 10％ 

1年半以上2年未満 ― 40％ 20％ 

2年以上2年半未満 ― 50％ 20％ 

2年半以上3年未満 ― 70％ 40％ 

3年以上4年未満 ― ― 50％ 

4年以上5年未満 ― ― 70％ 

※普通預金とはスマートフォン支店以外の店頭で適用する普通預金金

利を指します。 

５．(利率の照会） 

規定文中の「当行所定の利率」は当行ホームページにてご照会くださ

い。 

６．(一部解約） 

この預金は、一部解約のお取り扱いはできません。 

７．(預金担保) 

この預金は、預金担保としてのお取り扱いとなります。 

８.（譲渡、質入れの禁止） 

この預金は、譲渡または質入れはできません。 

９.（反社会的勢力との取引拒絶） 

（1）この預金口座は、次項各号のいずれにも該当しない場合に利用する

ことができ、次項各号の一にでも該当する場合には、当行はこの預金口

座の開設をお断りするものとします。 

約定

期間解約まで 

の期間 

 

3か月・6か

月・1年 

 

3年 

 

5年 

6ヶ月未満 ※普通預金 ※普通預金 ※普通預金 

6ヶ月以上1年未満 50％ 20％ ※普通預金 

1年以上1年半未満 ― 30％ 10％ 

1年半以上2年未満 ― 40％ 20％ 

2年以上2年半未満 ― 50％ 20％ 

2年半以上3年未満 ― 70％ 40％ 

3年以上4年未満 ― ― 50％ 

4年以上5年未満 ― ― 70％ 

※普通預金とはスマートフォン支店以外の店頭で適用する普通預金金

利を指します。 

５．(利率の照会） 

規定文中の「当行所定の利率」は当行ホームページにてご照会くださ

い。 

６．(一部解約） 

この預金は、一部解約のお取り扱いはできません。 

７．(預金担保) 

この預金は、預金担保としてのお取り扱いはできません。 

８.（譲渡、質入れの禁止） 

この預金は、譲渡または質入れはできません。 

９.（反社会的勢力との取引拒絶） 

（1）この預金口座は、次項各号のいずれにも該当しない場合に利用する

ことができ、次項各号の一にでも該当する場合には、当行はこの預金口

座の開設をお断りするものとします。 
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（2）次の各号の一にでも該当し、預金者との取引を継続することが不適

切である場合には、当行はこの預金取引を停止し、または預金者に通知

することによりこの預金口座を解約することができるものとします。なお、こ

の解約によって生じた損害については、当行は責任を負いません。ま

た、この解約により当行に損害が生じたときは、その損害額を支払ってく

ださい。 

①預金者が取引用印鑑の届出時にした表明・確約に関して虚偽の申告

をしたことが判明した場合 

②預金者が、暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった時から５年を経

過しない者、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋等、社会運動

等標ぼうゴロまたは特殊知能暴力集団等、その他これらに準ずる者（以

下これらを「暴力団員等」という。）に該当し、または次のいずれかに該当

したことが判明した場合 

Ａ.暴力団員等が経営を支配していると認められる関係を有すること 

Ｂ.暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められる関係を有す

ること 

Ｃ.自己、自社もしくは第三者の不正の利益を図る目的または第三者に

損害を加える目的をもってするなど、不当に暴力団員等を利用している

と認められる関係を有すること 

Ｄ.暴力団員等に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの

関与をしていると 

認められる関係を有すること 

Ｅ.役員または経営に実質的に関与している者が暴力団員等と社会的に

非難されるべき関係を有すること 

③預金者が、自らまたは第三者を利用して次のいずれか一にでも該当

（2）次の各号の一にでも該当し、預金者との取引を継続することが不適

切である場合には、当行はこの預金取引を停止し、または預金者に通知

することによりこの預金口座を解約することができるものとします。なお、こ

の解約によって生じた損害については、当行は責任を負いません。ま

た、この解約により当行に損害が生じたときは、その損害額を支払ってく

ださい。 

①預金者が取引用印鑑の届出時にした表明・確約に関して虚偽の申告

をしたことが判明した場合 

②預金者が、暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった時から５年を経

過しない者、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋等、社会運動

等標ぼうゴロまたは特殊知能暴力集団等、その他これらに準ずる者（以

下これらを「暴力団員等」という。）に該当し、または次のいずれかに該当

したことが判明した場合 

Ａ.暴力団員等が経営を支配していると認められる関係を有すること 

Ｂ.暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められる関係を有す

ること 

Ｃ.自己、自社もしくは第三者の不正の利益を図る目的または第三者に

損害を加える目的をもってするなど、不当に暴力団員等を利用している

と認められる関係を有すること 

Ｄ.暴力団員等に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの

関与をしていると 

認められる関係を有すること 

Ｅ.役員または経営に実質的に関与している者が暴力団員等と社会的に

非難されるべき関係を有すること 

③預金者が、自らまたは第三者を利用して次のいずれか一にでも該当
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する行為をした場合 

Ａ.暴力的な要求行為 

Ｂ.法的な責任を超えた不当な要求行為 

Ｃ.取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為 

Ｄ.風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて当行の信用を毀損し、

または当行の業務を妨害する行為 

Ｅ.その他前ＡからＤに準ずる行為 

１０.（成年後見人等の届出） 

（1）家庭裁判所の審判により、補助・保佐・後見が開始された場合には、

直ちに成年後見人等の氏名その他必要な事項を書面によってお届けく

ださい。預金者の成年後見人等について、家庭裁判所の審判により、補

助・保佐・後見が開始された場合も同様にお届けください。 

（2）家庭裁判所の審判により、任意後見監督人の選任がされた場合に

は、直ちに任意後見人の氏名その他必要な事項を書面によってお届け

ください。 

（3）すでに補助・保佐・後見開始の審判を受けている場合、または任意

後見監督人の選任がされている場合にも、前 2 項と同様にお届けくださ

い。 

（4）前 3 項の届出事項に取消または変更等が生じた場合にも同様にお

届けください。 

（5）前 4 項の届出の前に生じた損害については、当行は責任を負いま

せん。 

１１.（通知等） 

届出のあった氏名、住所にあてて当行が通知または送付書類を発送し

た場合には、延着したときまたは到達しなかったときでも、通常到達すべ

する行為をした場合 

Ａ.暴力的な要求行為 

Ｂ.法的な責任を超えた不当な要求行為 

Ｃ.取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為 

Ｄ.風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて当行の信用を毀損し、

または当行の業務を妨害する行為 

Ｅ.その他前ＡからＤに準ずる行為 

１０.（成年後見人等の届出） 

（1）家庭裁判所の審判により、補助・保佐・後見が開始された場合には、

直ちに成年後見人等の氏名その他必要な事項を書面によってお届けく

ださい。預金者の成年後見人等について、家庭裁判所の審判により、補

助・保佐・後見が開始された場合も同様にお届けください。 

（2）家庭裁判所の審判により、任意後見監督人の選任がされた場合に

は、直ちに任意後見人の氏名その他必要な事項を書面によってお届け

ください。 

（3）すでに補助・保佐・後見開始の審判を受けている場合、または任意

後見監督人の選任がされている場合にも、前 2 項と同様にお届けくださ

い。 

（4）前 3 項の届出事項に取消または変更等が生じた場合にも同様にお

届けください。 

（5）前 4 項の届出の前に生じた損害については、当行は責任を負いま

せん。 

１１.（通知等） 

届出のあった氏名、住所にあてて当行が通知または送付書類を発送し

た場合には、延着したときまたは到達しなかったときでも、通常到達すべ
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き時に到達したものとみなします。 

１２．(保険事故発生時における預金者からの相殺) 

（1）この預金は、満期日が未到来であっても、当行に預金保険法の定め

る保険事故が生じた場合には、当行に対する借入金等の債務と相殺す

る場合に限り当該相殺額について期限が到来したものとして、相殺する

ことができます。 

（2）前項により相殺する場合には、次の手続きによるものとします。 

①相殺通知は書面によるものとし、複数の借入金等の債務がある場合に

は充当の順序方法を指定のうえ、証書の受取欄または当行所定の払戻

請求書に届出の印章により記名押印して、証書または通帳とともに直ち

に当行に提出してください。 

②前号の充当の指定のない場合には、当行の指定する順序方法により

充当いたします。 

③第 1 号による指定により、債権保全上支障が生じるおそれがある場合

には、当行は遅滞なく異議を述べ、担保・保証の状況等を考慮して、順

序方法を指定することができるものとします｡ 

（3）第 1 項により相殺する場合の利息等については、次のとおりとしま

す。 

①この預金の利息の計算については、その期間を相殺通知が当行に到

達した日の前日までとして、利率は約定利率を適用するものとします。 

②借入金等の債務の利息、割引料、遅延損害金等の計算については、

その期間を相殺通知が当行に到達した日までとして、利率、料率は当行

の定めによるものとします。また、借入金等を期限前弁済することにより発

生する損害金等の取扱については当行の定めによるものとします。 

（4）第 1 項により相殺する場合の外国為替相場については当行の計算

き時に到達したものとみなします。 

１２．(保険事故発生時における預金者からの相殺) 

（1）この預金は、満期日が未到来であっても、当行に預金保険法の定め

る保険事故が生じた場合には、当行に対する借入金等の債務と相殺す

る場合に限り当該相殺額について期限が到来したものとして、相殺する

ことができます。 

（2）前項により相殺する場合には、次の手続きによるものとします。 

①相殺通知は書面によるものとし、複数の借入金等の債務がある場合に

は充当の順序方法を指定のうえ、証書の受取欄または当行所定の払戻

請求書に届出の印章により記名押印して、証書または通帳とともに直ち

に当行に提出してください。 

②前号の充当の指定のない場合には、当行の指定する順序方法により

充当いたします。 

③第 1 号による指定により、債権保全上支障が生じるおそれがある場合

には、当行は遅滞なく異議を述べ、担保・保証の状況等を考慮して、順

序方法を指定することができるものとします｡ 

（3）第 1 項により相殺する場合の利息等については、次のとおりとしま

す。 

①この預金の利息の計算については、その期間を相殺通知が当行に到

達した日の前日までとして、利率は約定利率を適用するものとします。 

②借入金等の債務の利息、割引料、遅延損害金等の計算については、

その期間を相殺通知が当行に到達した日までとして、利率、料率は当行

の定めによるものとします。また、借入金等を期限前弁済することにより発

生する損害金等の取扱については当行の定めによるものとします。 

（4）第 1 項により相殺する場合の外国為替相場については当行の計算
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実行時の相場を適用するものとします。 

（5）第 1 項により相殺する場合において借入金の期限前弁済等の手続

について別の定めがあるときには、その定めによるものとします。ただし、

借入金の期限前弁済等について当行の承諾を要する等の制限がある場

合においても相殺することができるものとします。 

１３．(規定の変更) 

（1）この規定の各条項その他の条件は、金融情勢の状況の変化その他

相当の事由があると認められる場合には、当行ウェブサイトへの掲載によ

る公表その他相当の方法で周知することにより、変更できるものとしま

す。 

（2）前項の変更は、公表等の際に定める適用開始日から適用するものと

します。 

附則１．定期預金の取扱について 

 2026 年 3 月 13 日以前に定期口座（非担保）に預入された定期預金、

およびこれらが自動継続となったものは、預金担保の取扱いとはなりませ

ん。 

以上 

２０２２年５月２３日新設 

２０２４年１月１９日改定 

２０２５年７月２２日改定 

２０２６年６月１日改定 

 

 

実行時の相場を適用するものとします。 

（5）第 1 項により相殺する場合において借入金の期限前弁済等の手続

について別の定めがあるときには、その定めによるものとします。ただし、

借入金の期限前弁済等について当行の承諾を要する等の制限がある場

合においても相殺することができるものとします。 

１３．(規定の変更) 

（1）この規定の各条項その他の条件は、金融情勢の状況の変化その他

相当の事由があると認められる場合には、当行ウェブサイトへの掲載によ

る公表その他相当の方法で周知することにより、変更できるものとしま

す。 

（2）前項の変更は、公表等の際に定める適用開始日から適用するものと

します。 

 

 

 

 

以上 

２０２２年５月２３日新設 

２０２４年１月１９日改定 

２０２５年７月２２日改定 
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しまぎんインターネット定期預金規定（大口定期）しまぎんアプリ版 

 

島根銀行（以下「当行」という）と「しまぎんインターネット定期預金（大口

定期）」（以下「この預金」という。）の取引を「しまぎんアプリ」から行う場

合、下記の規定および「しまぎんインターネットバンキング＜個人＞（しま

ぎんアプリ版）利用規定」により取り扱います。 

 

１．(預金の預入) 

（1）この預金は、「しまぎんアプリ」をご利用の方のみ預入できます。 

（2）この預金は、通帳、または証書の発行はいたしません。 

（3）この預金は、「しまぎんアプリ」によって預入するものとします。預入

は、お客様の依頼に基づき、事前に登録されたお客様本人名義の普通

預金（利用口座）から出金して行います。 

（4）預入日は、「しまぎんアプリ」により預入の申込をされた日とします。 

（5）適用利率は預入日における当行所定の利率を適用します。 

（6）この預金の 1 口あたりの預入金額は 1,000 万円以上（1 円単位）とし

ます。 

（7）この預金の預入期間は、3 か月・6 か月・1 年・3 年・5 年とします。た

だし、商品によっては、預入期間を別途定めている場合がありますので、

別途「商品概要説明書」にてご確認ください。 

２．(預金の解約) 

（1）預入時に、満期日の取扱いを「自動解約入金」に指定することによ

り、満期日にこの預金を自動的に解約し、元金および利息を普通預金

（利用口座）に入金します。 

（2）満期未到来のこの預金について、中途解約操作を行うことにより、解

しまぎんインターネット定期預金規定（大口定期）しまぎんアプリ版 

 

島根銀行（以下「当行」という）と「しまぎんインターネット定期預金（大口

定期）」（以下「この預金」という。）の取引を「しまぎんアプリ」から行う場

合、下記の規定および「しまぎんインターネットバンキング＜個人＞（しま

ぎんアプリ版）利用規定」により取り扱います。 

 

１．(預金の預入) 

（1）この預金は、「しまぎんアプリ」をご利用の方のみ預入できます。 

（2）この預金は、通帳、または証書の発行はいたしません。 

（3）この預金は、「しまぎんアプリ」によって預入するものとします。預入

は、お客様の依頼に基づき、事前に登録されたお客様本人名義の普通

預金（利用口座）から出金して行います。 

（4）預入日は、「しまぎんアプリ」により預入の申込をされた日とします。 

（5）適用利率は預入日における当行所定の利率を適用します。 

（6）この預金の 1 口あたりの預入金額は 1,000 万円以上（1 円単位）とし

ます。 

（7）この預金の預入期間は、3 か月・6 か月・1 年・3 年・5 年とします。た

だし、商品によっては、預入期間を別途定めている場合がありますので、

別途「商品概要説明書」にてご確認ください。 

２．(預金の解約) 

（1）預入時に、満期日の取扱いを「自動解約入金」に指定することによ

り、満期日にこの預金を自動的に解約し、元金および利息を普通預金

（利用口座）に入金します。 

（2）満期未到来のこの預金について、中途解約操作を行うことにより、解
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約の申込をされた日に下記第 4 条 4 項に記載する所定の中途解約利

率により解約し、元金および利息を普通預金（利用口座）に入金します。 

３．(満期日の取扱） 

（1）この預金は、預入時に自動継続（「元利継続」または「元金継続」）、も

しくは「自動解約入金」のいずれかを選択してください。 

（2）動継続は、次により取り扱います。 

①「元利継続」を選択した場合は、満期日に利息を元金に組み入れのう

え、前回と同一の預入期間の定期預金に自動的に継続します。継続さ

れた預金についても以後同様に自動的に継続します。 

②「元金継続」を選択した場合は、満期日に利息を普通預金（利用口座）

に入金のうえ、元金を前回と同一の預入期間の定期預金に自動的に継

続します。継続された預金についても以後同様に自動的に継続します。 

③自動継続後の利率は、継続日における当行所定の利率を適用しま

す。 

ただし、継続後の利率について別の定めをしている場合は、その定めに

よる利率を適用します。 

④自動継続を選択した場合でも、満期日の取扱を預入期間中に「自動

解約入金」へ変更することができます。ただし、継続方式の変更（「元利

継続」から「元金継続」への変更、もしくは「元金継続」から「元利継続」へ

の変更）はできません。 

（3）「自動解約入金」を選択した場合は、満期日に、元金および利息を普

通預金（利用口座）に入金します。 

４．(利息) 

（1）この預金の利息は、預入日（自動継続をしたときはその継続日。以

下、本項および次項においても同じ。）から満期日の前日までの日数（以

約の申込をされた日に下記第 4 条 4 項に記載する所定の中途解約利

率により解約し、元金および利息を普通預金（利用口座）に入金します。 

３．(満期日の取扱） 

（1）この預金は、預入時に自動継続（「元利継続」または「元金継続」）、も

しくは「自動解約入金」のいずれかを選択してください。 

（2）動継続は、次により取り扱います。 

①「元利継続」を選択した場合は、満期日に利息を元金に組み入れのう

え、前回と同一の預入期間の定期預金に自動的に継続します。継続さ

れた預金についても以後同様に自動的に継続します。 

②「元金継続」を選択した場合は、満期日に利息を普通預金（利用口座）

に入金のうえ、元金を前回と同一の預入期間の定期預金に自動的に継

続します。継続された預金についても以後同様に自動的に継続します。 

③自動継続後の利率は、継続日における当行所定の利率を適用しま

す。 

ただし、継続後の利率について別の定めをしている場合は、その定めに

よる利率を適用します。 

④自動継続を選択した場合でも、満期日の取扱を預入期間中に「自動

解約入金」へ変更することができます。ただし、継続方式の変更（「元利

継続」から「元金継続」への変更、もしくは「元金継続」から「元利継続」へ

の変更）はできません。 

（3）「自動解約入金」を選択した場合は、満期日に、元金および利息を普

通預金（利用口座）に入金します。 

４．(利息) 

（1）この預金の利息は、預入日（自動継続をしたときはその継続日。以

下、本項および次項においても同じ。）から満期日の前日までの日数（以
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下「約定日数」という。）および預入日における当行所定の利率（以下「約

定利率」という。）により計算します。 

ただし、預入日の 3 年後の応当日もしくは 5 年後の応当日を満期日とし

たこの預金の利息の計算方法は次によります。 

①預入日から満期日の前日までの間に到来する預入日の１年ごとの応

当日を「中間利払日」とし、預入日または前回の中間利払日からその中

間利払日の前日までの日数および中間利払利率（約定利率に 70％を

乗じた利率。継続後の預金の中間利払利率は、継続後の預金の利率に

70％を乗じた利率。ただし、小数点第 4 位以下は切捨てます。）によって

計算した中間利払額（以下「中間払利息」という。）を、利息の一部とし

て、各中間利払日に支払います。 

②中間払利息（中間利払日が複数ある場合は各中間払利息の合計額）

を差引いた利息の残額 

（以下「満期払利息」という。）は満期日に支払います。 

（2）満期日の取扱として「元利継続」または「元金継続」を選択された場

合の、この預金の利息の支払いは、次によります。 

①預入日の 3 か月後の応当日、もしくは預入日の 6 か月後の応当日、も

しくは預入日の 1 年後の応当日を満期日としたこの預金の利息は、あら

かじめ指定された方法により、満期日に普通預金（利用口座）へ入金す

るか、または満期日に元金に組入れます。 

②預入日の 3 年後の応当日もしくは 5 年後の応当日を満期日としたこの

預金の中間払利息は、中間利払日に普通預金（利用口座）に入金しま

す。また、満期払利息は、あらかじめ指定された方法により満期日に普通

預金（利用口座）へ入金するか、または満期日に元金に組入れます。 

（3）満期日の取扱として「自動解約入金」を選択された場合、のこの預金

下「約定日数」という。）および預入日における当行所定の利率（以下「約

定利率」という。）により計算します。 

ただし、預入日の 3 年後の応当日もしくは 5 年後の応当日を満期日とし

たこの預金の利息の計算方法は次によります。 

①預入日から満期日の前日までの間に到来する預入日の１年ごとの応

当日を「中間利払日」とし、預入日または前回の中間利払日からその中

間利払日の前日までの日数および中間利払利率（約定利率に 70％を乗

じた利率。継続後の預金の中間利払利率は、継続後の預金の利率に

70％を乗じた利率。ただし、小数点第 4 位以下は切捨てます。）によって

計算した中間利払額（以下「中間払利息」という。）を、利息の一部とし

て、各中間利払日に支払います。 

②中間払利息（中間利払日が複数ある場合は各中間払利息の合計額）

を差引いた利息の残額 

（以下「満期払利息」という。）は満期日に支払います。 

（2）満期日の取扱として「元利継続」または「元金継続」を選択された場

合の、この預金の利息の支払いは、次によります。 

①預入日の 3 か月後の応当日、もしくは預入日の 6 か月後の応当日、も

しくは預入日の 1 年後の応当日を満期日としたこの預金の利息は、あら

かじめ指定された方法により、満期日に普通預金（利用口座）へ入金す

るか、または満期日に元金に組入れます。 

②預入日の 3 年後の応当日もしくは 5 年後の応当日を満期日としたこの

預金の中間払利息は、中間利払日に普通預金（利用口座）に入金しま

す。また、満期払利息は、あらかじめ指定された方法により満期日に普通

預金（利用口座）へ入金するか、または満期日に元金に組入れます。 

（3）満期日の取扱として「自動解約入金」を選択された場合、のこの預金
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の利息の支払いは、次によります。 

①預入日の 3 か月後の応当日、もしくは預入日の 6 か月後の応当日、も

しくは預入日の 1 年後の応当日を満期日としたこの預金の利息は、あら

かじめ指定された方法により、満期日にこの預金とともに普通預金（利用

口座）に入金します。 

②預入日の 3 年後の応当日もしくは 5 年後の応当日までの日を満期日

としたこの預金の中間払利息は、中間利払日に普通預金（利用口座）に

入金します。また、満期払利息は、あらかじめ指定された方法により満期

日にこの預金とともに普通預金（利用口座）に入金します。 

（4）この預金を満期日前に解約する場合は、次のＡ、Ｂにより算出した利

率のうち、いずれか低い利率を中途解約利率とします。ただし、算出した

中途解約利率が、解約日におけるスマートフォン支店以外の店頭で適

用する普通預金利率を下回る場合には、解約日におけるスマートフォン

支店以外の店頭で適用する普通預金利率を中途解約利率とします。ま

た、中間払利息が支払われている場合には、その支払額（中間利払日

が複数ある場合は各中間払利息の合計額）と期限前解約利息との差額

を清算します。（期限前解約利息が中間払利息を下回る場合はこの預金

から差引くことといたします。） 

Ａ.預入日から解約日前日までの期間に応じた別表 1 の掛け目に約定利

率を乗じた利率（小数点第 4 位以下は切捨てます。） 

Ｂ.再調達方式により算出した利率（小数点第 4 位以下は切捨てます。）

再調達方式の算式 

（基準利率－約定利率）×（約定日数－預入日数） 

約定利率－預入日数 

（注）基準利率とは、解約日にこの預金を満期日まで新たに預け入れた

の利息の支払いは、次によります。 

①預入日の 3 か月後の応当日、もしくは預入日の 6 か月後の応当日、も

しくは預入日の 1 年後の応当日を満期日としたこの預金の利息は、あら

かじめ指定された方法により、満期日にこの預金とともに普通預金（利用

口座）に入金します。 

②預入日の 3 年後の応当日もしくは 5 年後の応当日までの日を満期日

としたこの預金の中間払利息は、中間利払日に普通預金（利用口座）に

入金します。また、満期払利息は、あらかじめ指定された方法により満期

日にこの預金とともに普通預金（利用口座）に入金します。 

（4）この預金を満期日前に解約する場合は、次のＡ、Ｂにより算出した利

率のうち、いずれか低い利率を中途解約利率とします。ただし、算出した

中途解約利率が、解約日におけるスマートフォン支店以外の店頭で適用

する普通預金利率を下回る場合には、解約日におけるスマートフォン支

店以外の店頭で適用する普通預金利率を中途解約利率とします。また、

中間払利息が支払われている場合には、その支払額（中間利払日が複

数ある場合は各中間払利息の合計額）と期限前解約利息との差額を清

算します。（期限前解約利息が中間払利息を下回る場合はこの預金から

差引くことといたします。） 

Ａ.預入日から解約日前日までの期間に応じた別表 1 の掛け目に約定利

率を乗じた利率（小数点第 4 位以下は切捨てます。） 

Ｂ.再調達方式により算出した利率（小数点第 4 位以下は切捨てます。）

再調達方式の算式 

（基準利率－約定利率）×（約定日数－預入日数） 

約定利率－預入日数 

（注）基準利率とは、解約日にこの預金を満期日まで新たに預け入れた
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場合に適用される利率です。（1 か月以上の場合は大口定期預金、1 か

月未満の場合はスマートフォン支店以外の店頭で適用する普通預金） 

（5）この預金の付利単位は 100 円とし、1 年を 365 日として日割りで計算

します。 

＜別表 1＞期限前解約利率掛け目表 

約定

期間解約まで 

の期間 

 

3か月・6か

月・1年 

 

3年 

 

5年 

6ヶ月未満 ※普通預金 ※普通預金 ※普通預金 

6ヶ月以上1年未満 50％ 20％ ※普通預金 

1年以上1年半未満 ― 30％ 10％ 

1年半以上2年未満 ― 40％ 20％ 

2年以上2年半未満 ― 50％ 20％ 

2年半以上3年未満 ― 70％ 40％ 

3年以上4年未満 ― ― 50％ 

4年以上5年未満 ― ― 70％ 

※普通預金とはスマートフォン支店以外の店頭で適用する普通預金金

利を指します。 

５．(利率の照会） 

規定文中の「当行所定の利率」は当行ホームページにてご照会くださ

い。 

６．(一部解約） 

この預金は、一部解約のお取り扱いはできません。 

７．(預金担保) 

この預金は、預金担保としてのお取り扱いとなります。 

８.（譲渡、質入れの禁止） 

この預金は、譲渡または質入れはできません。 

場合に適用される利率です。（1 か月以上の場合は大口定期預金、1 か

月未満の場合はスマートフォン支店以外の店頭で適用する普通預金） 

（5）この預金の付利単位は 100 円とし、1 年を 365 日として日割りで計算

します。 

＜別表 1＞期限前解約利率掛け目表 

約定

期間解約まで 

の期間 

 

3か月・6か

月・1年 

 

3年 

 

5年 

6ヶ月未満 ※普通預金 ※普通預金 ※普通預金 

6ヶ月以上1年未満 50％ 20％ ※普通預金 

1年以上1年半未満 ― 30％ 10％ 

1年半以上2年未満 ― 40％ 20％ 

2年以上2年半未満 ― 50％ 20％ 

2年半以上3年未満 ― 70％ 40％ 

3年以上4年未満 ― ― 50％ 

4年以上5年未満 ― ― 70％ 

※普通預金とはスマートフォン支店以外の店頭で適用する普通預金金

利を指します。 

５．(利率の照会） 

規定文中の「当行所定の利率」は当行ホームページにてご照会くださ

い。 

６．(一部解約） 

この預金は、一部解約のお取り扱いはできません。 

７．(預金担保) 

この預金は、預金担保としてのお取り扱いはできません。 

８.（譲渡、質入れの禁止） 

この預金は、譲渡または質入れはできません。 



しまぎんインターネット定期預金規定（大口定期）しまぎんアプリ版 利用規定新旧対比表 

6 

 

新 旧 

９.（反社会的勢力との取引拒絶） 

（1）この預金口座は、次項各号のいずれにも該当しない場合に利用する

ことができ、次項各号の一にでも該当する場合には、当行はこの預金口

座の開設をお断りするものとします。 

（2）次の各号の一にでも該当し、預金者との取引を継続することが不適

切である場合には、当行はこの預金取引を停止し、または預金者に通知

することによりこの預金口座を解約することができるものとします。なお、こ

の解約によって生じた損害については、当行は責任を負いません。ま

た、この解約により当行に損害が生じたときは、その損害額を支払ってく

ださい。 

①預金者が取引用印鑑の届出時にした表明・確約に関して虚偽の申告

をしたことが判明した場合 

②預金者が、暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった時から５年を経

過しない者、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋等、社会運動

等標ぼうゴロまたは特殊知能暴力集団等、その他これらに準ずる者（以

下これらを「暴力団員等」という。）に該当し、または次のいずれかに該当

したことが判明した場合 

Ａ.暴力団員等が経営を支配していると認められる関係を有すること 

Ｂ.暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められる関係を有す

ること 

Ｃ.自己、自社もしくは第三者の不正の利益を図る目的または第三者に

損害を加える目的をもってするなど、不当に暴力団員等を利用している

と認められる関係を有すること 

Ｄ.暴力団員等に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの

関与をしていると認められる関係を有すること 

９.（反社会的勢力との取引拒絶） 

（1）この預金口座は、次項各号のいずれにも該当しない場合に利用する

ことができ、次項各号の一にでも該当する場合には、当行はこの預金口

座の開設をお断りするものとします。 

（2）次の各号の一にでも該当し、預金者との取引を継続することが不適

切である場合には、当行はこの預金取引を停止し、または預金者に通知

することによりこの預金口座を解約することができるものとします。なお、こ

の解約によって生じた損害については、当行は責任を負いません。ま

た、この解約により当行に損害が生じたときは、その損害額を支払ってく

ださい。 

①預金者が取引用印鑑の届出時にした表明・確約に関して虚偽の申告

をしたことが判明した場合 

②預金者が、暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった時から５年を経

過しない者、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋等、社会運動

等標ぼうゴロまたは特殊知能暴力集団等、その他これらに準ずる者（以

下これらを「暴力団員等」という。）に該当し、または次のいずれかに該当

したことが判明した場合 

Ａ.暴力団員等が経営を支配していると認められる関係を有すること 

Ｂ.暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められる関係を有す

ること 

Ｃ.自己、自社もしくは第三者の不正の利益を図る目的または第三者に

損害を加える目的をもってするなど、不当に暴力団員等を利用している

と認められる関係を有すること 

Ｄ.暴力団員等に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの

関与をしていると認められる関係を有すること 
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Ｅ.役員または経営に実質的に関与している者が暴力団員等と社会的に

非難されるべき関係を有すること 

③預金者が、自らまたは第三者を利用して次のいずれか一にでも該当

する行為をした場合 

Ａ.暴力的な要求行為 

Ｂ.法的な責任を超えた不当な要求行為 

Ｃ.取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為 

Ｄ.風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて当行の信用を毀損し、

または当行の業務を妨害する行為 

Ｅ.その他前ＡからＤに準ずる行為 

１０.（成年後見人等の届出） 

（1）家庭裁判所の審判により、補助・保佐・後見が開始された場合には、

直ちに成年後見人等の氏名その他必要な事項を書面によってお届けく

ださい。預金者の成年後見人等について、家庭裁判所の審判により、補

助・保佐・後見が開始された場合も同様にお届けください。 

（2）家庭裁判所の審判により、任意後見監督人の選任がされた場合に

は、直ちに任意後見人の氏名その他必要な事項を書面によってお届け

ください。 

（3）すでに補助・保佐・後見開始の審判を受けている場合、または任意

後見監督人の選任がされている場合にも、前 2 項と同様にお届けくださ

い。 

（4）前 3 項の届出事項に取消または変更等が生じた場合にも同様にお

届けください。 

（5）前 4 項の届出の前に生じた損害については、当行は責任を負いま

せん。 

Ｅ.役員または経営に実質的に関与している者が暴力団員等と社会的に

非難されるべき関係を有すること 

③預金者が、自らまたは第三者を利用して次のいずれか一にでも該当

する行為をした場合 

Ａ.暴力的な要求行為 

Ｂ.法的な責任を超えた不当な要求行為 

Ｃ.取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為 

Ｄ.風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて当行の信用を毀損し、

または当行の業務を妨害する行為 

Ｅ.その他前ＡからＤに準ずる行為 

１０.（成年後見人等の届出） 

（1）家庭裁判所の審判により、補助・保佐・後見が開始された場合には、

直ちに成年後見人等の氏名その他必要な事項を書面によってお届けく

ださい。預金者の成年後見人等について、家庭裁判所の審判により、補

助・保佐・後見が開始された場合も同様にお届けください。 

（2）家庭裁判所の審判により、任意後見監督人の選任がされた場合に

は、直ちに任意後見人の氏名その他必要な事項を書面によってお届け

ください。 

（3）すでに補助・保佐・後見開始の審判を受けている場合、または任意

後見監督人の選任がされている場合にも、前 2 項と同様にお届けくださ

い。 

（4）前 3 項の届出事項に取消または変更等が生じた場合にも同様にお

届けください。 

（5）前 4 項の届出の前に生じた損害については、当行は責任を負いま

せん。 
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１１.（通知等） 

届出のあった氏名、住所にあてて当行が通知または送付書類を発送し

た場合には、延着したときまたは到達しなかったときでも、通常到達すべ

き時に到達したものとみなします。 

１２．(保険事故発生時における預金者からの相殺) 

（1）この預金は、満期日が未到来であっても、当行に預金保険法の定め

る保険事故が生じた場合には、当行に対する借入金等の債務と相殺す

る場合に限り当該相殺額について期限が到来したものとして、相殺する

ことができます。 

（2）前項により相殺する場合には、次の手続きによるものとします。 

①相殺通知は書面によるものとし、複数の借入金等の債務がある場合に

は充当の順序方法を指定のうえ、証書の受取欄または当行所定の払戻

請求書に届出の印章により記名押印して、証書または通帳とともに直ち

に当行に提出してください。 

②前号の充当の指定のない場合には、当行の指定する順序方法により

充当いたします。 

③第 1 号による指定により、債権保全上支障が生じるおそれがある場合

には、当行は遅滞なく異議を述べ、担保・保証の状況等を考慮して、順

序方法を指定することができるものとします｡ 

（3）第 1 項により相殺する場合の利息等については、次のとおりとしま

す。 

①この預金の利息の計算については、その期間を相殺通知が当行に到

達した日の前日までとして、利率は約定利率を適用するものとします。 

②借入金等の債務の利息、割引料、遅延損害金等の計算については、

その期間を相殺通知が当行に到達した日までとして、利率、料率は当行

１１.（通知等） 

届出のあった氏名、住所にあてて当行が通知または送付書類を発送し

た場合には、延着したときまたは到達しなかったときでも、通常到達すべ

き時に到達したものとみなします。 

１２．(保険事故発生時における預金者からの相殺) 

（1）この預金は、満期日が未到来であっても、当行に預金保険法の定め

る保険事故が生じた場合には、当行に対する借入金等の債務と相殺す

る場合に限り当該相殺額について期限が到来したものとして、相殺する

ことができます。 

（2）前項により相殺する場合には、次の手続きによるものとします。 

①相殺通知は書面によるものとし、複数の借入金等の債務がある場合に

は充当の順序方法を指定のうえ、証書の受取欄または当行所定の払戻

請求書に届出の印章により記名押印して、証書または通帳とともに直ち

に当行に提出してください。 

②前号の充当の指定のない場合には、当行の指定する順序方法により

充当いたします。 

③第 1 号による指定により、債権保全上支障が生じるおそれがある場合

には、当行は遅滞なく異議を述べ、担保・保証の状況等を考慮して、順

序方法を指定することができるものとします｡ 

（3）第 1 項により相殺する場合の利息等については、次のとおりとしま

す。 

①この預金の利息の計算については、その期間を相殺通知が当行に到

達した日の前日までとして、利率は約定利率を適用するものとします。 

②借入金等の債務の利息、割引料、遅延損害金等の計算については、

その期間を相殺通知が当行に到達した日までとして、利率、料率は当行
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の定めによるものとします。また、借入金等を期限前弁済することにより発

生する損害金等の取扱については当行の定めによるものとします。 

（4）第 1 項により相殺する場合の外国為替相場については当行の計算

実行時の相場を適用するものとします。 

（5）第 1 項により相殺する場合において借入金の期限前弁済等の手続

について別の定めがあるときには、その定めによるものとします。ただし、

借入金の期限前弁済等について当行の承諾を要する等の制限がある場

合においても相殺することができるものとします。 

１３．(規定の変更) 

（1）この規定の各条項その他の条件は、金融情勢の状況の変化その他

相当の事由があると認められる場合には、当行ウェブサイトへの掲載によ

る公表その他相当の方法で周知することにより、変更できるものとしま

す。 

（2）前項の変更は、公表等の際に定める適用開始日から適用するものと

します。 

附則１．定期預金の取扱について 

 2026 年 3 月 13 日以前に定期口座（非担保）に預入された定期預金、

およびこれらが自動継続となったものは、預金担保の取扱いとはなりませ

ん。 

以上 

２０２２年５月２３日新設 

２０２４年１月１９日改定 

２０２５年７月２２日改定 

２０２６年６月１日改定 

の定めによるものとします。また、借入金等を期限前弁済することにより発

生する損害金等の取扱については当行の定めによるものとします。 

（4）第 1 項により相殺する場合の外国為替相場については当行の計算

実行時の相場を適用するものとします。 

（5）第 1 項により相殺する場合において借入金の期限前弁済等の手続

について別の定めがあるときには、その定めによるものとします。ただし、

借入金の期限前弁済等について当行の承諾を要する等の制限がある場

合においても相殺することができるものとします。 

１３．(規定の変更) 

（1）この規定の各条項その他の条件は、金融情勢の状況の変化その他

相当の事由があると認められる場合には、当行ウェブサイトへの掲載によ

る公表その他相当の方法で周知することにより、変更できるものとしま

す。 

（2）前項の変更は、公表等の際に定める適用開始日から適用するものと

します。 

 

 

 

 

以上 

２０２２年５月２３日新設 

２０２４年１月１９日改定 

２０２５年７月２２日改定 
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しまぎんインターネットバンキング＜個人＞ （しまぎんアプリ版） 利用規

定 

島根銀行 

 

第１条 しまぎんインターネットバンキング＜個人＞（しまぎんアプリ版） 

しまぎんインターネットバンキング＜個人＞（しまぎんアプリ版）（以下「本

サービス」といいます）とは、契約者ご本人（以下「お客様」といいます）が

パーソナルコンピューター、携帯電話、スマートフォン（以下「お客様のお

使いの機器」といいます）を通じて、インターネット等を介して当行に次の

取引の依頼を行い、当行がその手続きを行うサービスをいいます。 

１．サービス内容 

（１） 残高照会、入出金明細照会サービス 

（２） 振込・振替取引サービス 

（３）定額自動振込サービス 

（４） 定期預金取引サービス 

（５） 住所等の変更サービス 

（６）税金・各種料金等の払込みサービス＜Pay-easy（ペイジー）＞ 

（７） スマホＡＴＭサービ 

２．利用いただける方 

お客様は本規定を承認したうえで、自らの判断と責任において本サービ

スを利用することに同意することとします。 

（１） 個人かつ日本国内に居住の 18 歳以上の方で普通預金口座をお

持ちの方。 

（２） 事業用としてはご利用できません。 

しまぎんインターネットバンキング＜個人＞ （しまぎんアプリ版） 利用規

定 

島根銀行 

 

第１条 しまぎんインターネットバンキング＜個人＞（しまぎんアプリ版） 

しまぎんインターネットバンキング＜個人＞（しまぎんアプリ版）（以下「本

サービス」といいます）とは、契約者ご本人（以下「お客様」といいます）が

パーソナルコンピューター、携帯電話、スマートフォン（以下「お客様のお

使いの機器」といいます）を通じて、インターネット等を介して当行に次の

取引の依頼を行い、当行がその手続きを行うサービスをいいます。 

１．サービス内容 

（１） 残高照会、入出金明細照会サービス 

（２） 振込・振替取引サービス 

（３）定額自動振込サービス 

（４） 定期預金取引サービス 

（５） 住所等の変更サービス 

（６）税金・各種料金等の払込みサービス＜Pay-easy（ペイジー）＞ 

（７） スマホＡＴＭサービ 

２．利用いただける方 

お客様は本規定を承認したうえで、自らの判断と責任において本サービ

スを利用することに同意することとします。 

（１） 個人かつ日本国内に居住の 18 歳以上の方で普通預金口座をお

持ちの方。 

（２） 事業用としてはご利用できません。 
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（３） 当行が適当と認めた場合に、本サービスは成立するものとします 

３．使用できる機器 

本サービスの利用に際して使用できる機器は、当行所定のものに限りま

す。また本サービスの利用に必要となるお客様のお使いの機器および回

線等の使用環境は、お客様が自己の負担において準備するものとしま

す。 

４．利用申込 

本サービス申込みにあたり、当行所定の方法により行うものとします。 

５．利用時間 

本サービスにおける取扱日・取扱時間は当行所定の日・時間内としま

す。但し、当行はお客様に事前に通知することなくこれを変更する場合

があります。 

６．口座の種類 

（１）サービス利用口座（以下、「利用口座」といいます） 

各種照会、基本契約料、振込・振替資金、振込手数料、定期預金預入

時等の引落口座としてお客様が指定した、ご本人名義の普通預金口座

（総合口座、しまぎんインターネット普通預金、しまぎんインターネット普

通預金『しまぎんふるさと預金（通称：TAMERU）』を含む）とします。 

なお、「本サービス」の契約により、利用口座とする普通預金口座（総合

口座を含む）の発行形態として、「通帳レス」を選択することができます。 

（２）「利用口座」の追加・削除については、当行所定の方法により行うも

のとします。 

７．資金の引落し 

（１）お客様の指定する「利用口座」より資金の引落しを行う取引について

（３） 当行が適当と認めた場合に、本サービスは成立するものとします 

３．使用できる機器 

本サービスの利用に際して使用できる機器は、当行所定のものに限りま

す。また本サービスの利用に必要となるお客様のお使いの機器および回

線等の使用環境は、お客様が自己の負担において準備するものとしま

す。 

４．利用申込 

本サービス申込みにあたり、当行所定の方法により行うものとします。 

５．利用時間 

本サービスにおける取扱日・取扱時間は当行所定の日・時間内としま

す。但し、当行はお客様に事前に通知することなくこれを変更する場合

があります。 

６．口座の種類 

（１）サービス利用口座（以下、「利用口座」といいます） 

各種照会、基本契約料、振込・振替資金、振込手数料、定期預金預入

時等の引落口座としてお客様が指定した、ご本人名義の普通預金口座

（総合口座、しまぎんインターネット普通預金、しまぎんインターネット普

通預金『しまぎんふるさと預金（通称：TAMERU）』を含む）とします。 

 

 

（２）「利用口座」の追加・削除については、当行所定の方法により行うも

のとします。 

７．資金の引落し 

（１）お客様の指定する「利用口座」より資金の引落しを行う取引について
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は、本規定第３条第２項により取引依頼が確定した場合、当行はその資

金および手数料等を、振込・振替指定日または定期預金の預入日当日

にお客様の指定する「利用口座」より、各種預金規定にかかわらず、通

帳および払戻請求書の提出を受けることなく引落すこととします。 

（２）前号の引落しが行われなかった場合（残高不足のほか、支払口座が

解約済みの場合、お客様から支払停止の届出がある場合、ローンの延

滞、差押え等による支払停止等を含みます）は、お客さまからの取引依

頼はなかったものとします。 

（３）本サービスの「利用口座」から同日に数件の引落し（本サービス以外

による引落も含みます）をする場合に、その総額が「利用口座」により引

落すことのできる金額を超えるとき、そのいずれを引落すかは当行の任

意とします。 

８．基本契約料 

（１）本サービスの利用にあたっては、当行所定の基本契約料（消費税を

含む、以下同じ）をいただきます。なお、振込手数料（消費税を含む、以

下同じ）は別途必要です。 

（２）当行は、この基本契約料およびその支払方法をお客様に事前に通

知することなく変更する場合があります。基本契約料以外の本サービス

に係る諸手数料についても、新設または改定する場合があります。 

（３）口座振替による利用手数料の引落しの取扱いについては、請求書、

領収書等の発行はいたしません。 

第２条 本人確認および依頼内容の確認方 

１．本人確認方法 

（１）利用開始時 

は、本規定第３条第２項により取引依頼が確定した場合、当行はその資

金および手数料等を、振込・振替指定日または定期預金の預入日当日

にお客様の指定する「利用口座」より、各種預金規定にかかわらず、通帳

および払戻請求書の提出を受けることなく引落すこととします。 

（２）前号の引落しが行われなかった場合（残高不足のほか、支払口座が

解約済みの場合、お客様から支払停止の届出がある場合、ローンの延

滞、差押え等による支払停止等を含みます）は、お客さまからの取引依

頼はなかったものとします。 

（３）本サービスの「利用口座」から同日に数件の引落し（本サービス以外

による引落も含みます）をする場合に、その総額が「利用口座」により引

落すことのできる金額を超えるとき、そのいずれを引落すかは当行の任

意とします。 

８．基本契約料 

（１）本サービスの利用にあたっては、当行所定の基本契約料（消費税を

含む、以下同じ）をいただきます。なお、振込手数料（消費税を含む、以

下同じ）は別途必要です。 

（２）当行は、この基本契約料およびその支払方法をお客様に事前に通

知することなく変更する場合があります。基本契約料以外の本サービス

に係る諸手数料についても、新設または改定する場合があります。 

（３）口座振替による利用手数料の引落しの取扱いについては、請求書、

領収書等の発行はいたしません。 

第２条 本人確認および依頼内容の確認方 

１．本人確認方法 

（１）利用開始時 
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① 本サービスの利用にあたっては本人確認認証として Trust Idiom(注)

の利用を前提とします。 

② 利用開始時にご入力いただいた氏名、住所と、オンラインもしくは郵

送で当行に提供いただいた情報の一致を確認した場合は、本サービス

の利用申込みをお客様の申込みとみなします。 

③ サービスの利用にあたり、利用申込時に「ログイン ID」「ログインパス

ワード」を本サービスの画面上で登録するものとします。なお、本サービ

スの利用を開始した後は、随時 

「ログインパスワード」を変更することができます。（パスワードの変更は 

Trust Idiom(注)上で実施いたします） 

（２） サービス利用時 

二要素認証などを経た適切なアクセストークンを利用して送信された、取

引電文内容と当行に登録された情報との一致を確認した場合は、本サ

ービスの利用および取引をお客様の利用および取引とみなします。 

（３）生体認証による取引承認 

① 生体認証による取引承認とは、本サービスの利用時に、スマートフォ

ン等に登載された生体認証機能において、お客様の生体情報を用いる

ことにより、登録情報を入力することなく、各種取引を実施できる機能で

す。 

② 当行所定の生体認証機能が搭載されたスマートフォン等にて用いる

ことができます。 

③ お客様の生体情報は、お客様のスマートフォン等で管理され、当行

がお客様の生体情報を取得することはありません。 

④ 本サービスにおいて、生体認証の利用は必須となります。生体認証

① 本サービスの利用にあたっては本人確認認証として Trust Idiom(注)

の利用を前提とします。 

② 利用開始時にご入力いただいた氏名、住所と、オンラインもしくは郵

送で当行に提供いただいた情報の一致を確認した場合は、本サービス

の利用申込みをお客様の申込みとみなします。 

③ サービスの利用にあたり、利用申込時に「ログイン ID」「ログインパスワ

ード」を本サービスの画面上で登録するものとします。なお、本サービス

の利用を開始した後は、随時 

「ログインパスワード」を変更することができます。（パスワードの変更は 

Trust Idiom(注)上で実施いたします） 

（２） サービス利用時 

二要素認証などを経た適切なアクセストークンを利用して送信された、取

引電文内容と当行に登録された情報との一致を確認した場合は、本サ

ービスの利用および取引をお客様の利用および取引とみなします。 

（３）生体認証による取引承認 

① 生体認証による取引承認とは、本サービスの利用時に、スマートフォ

ン等に登載された生体認証機能において、お客様の生体情報を用いる

ことにより、登録情報を入力することなく、各種取引を実施できる機能で

す。 

② 当行所定の生体認証機能が搭載されたスマートフォン等にて用いる

ことができます。 

③ お客様の生体情報は、お客様のスマートフォン等で管理され、当行

がお客様の生体情報を取得することはありません。 

④ 本サービスにおいて、生体認証の利用は必須となります。生体認証
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の取扱いについては、 Trust Idiom(注)の規定に準拠いたします。 

(注）Trust Idiom 利用規約を参照ください。利用規約はしまぎんアプリか

ら閲覧することができます。 

（４） 対象取引 

以下の取引において、生体認証を使用します。 

・ログイン 

・振込（予約を含む） 

・定額自動振込サービスのお申込及び取消 

・振替（予約を含む） 

・振込限度額変更 

・振込予約取消 

・定期預金新規預入 

・定期預金中途解約 

・定期預金満期時解約予約 

・税金・各種料金等の払込みサービス＜Pay-easy（ペイジー）＞ 

・スマホＡＴＭによる現金の預入または払戻 

・サービスロック 

２．トランザクション認証（取引認証） 

（１）トランザクション認証（取引認証）とは、お客様が振込先や振込金額

等の入力をおこなった内容が、通信の途中で改ざんされていないことを、

ソフトトークン上で確認する機能をいいます。 

（２）お客様は、トランザクション認証（取引認証）対象取引の内容を確認

の上、当行へ依頼した取引内容と一致している場合は、当行所定の承

認操作を行います。お客様が承認操作を行った場合、当行はお客様か

の取扱いについては、 Trust Idiom(注)の規定に準拠いたします。 

(注）Trust Idiom 利用規約を参照ください。利用規約はしまぎんアプリか

ら閲覧することができます。 

（４） 対象取引 

以下の取引において、生体認証を使用します。 

・ログイン 

・振込（予約を含む） 

・定額自動振込サービスのお申込及び取消 

・振替（予約を含む） 

・振込限度額変更 

・振込予約取消 

・定期預金新規預入 

・定期預金中途解約 

・定期預金満期時解約予約 

・税金・各種料金等の払込みサービス＜Pay-easy（ペイジー）＞ 

・スマホＡＴＭによる現金の預入または払戻 

・サービスロック 

２．トランザクション認証（取引認証） 

（１）トランザクション認証（取引認証）とは、お客様が振込先や振込金額

等の入力をおこなった内容が、通信の途中で改ざんされていないことを、

ソフトトークン上で確認する機能をいいます。 

（２）お客様は、トランザクション認証（取引認証）対象取引の内容を確認

の上、当行へ依頼した取引内容と一致している場合は、当行所定の承認

操作を行います。お客様が承認操作を行った場合、当行はお客様から
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らの取引の依頼とみなします。 

（３）対象取引 

下記の取引において、トランザクション認証を使用します。 

・振込（予約を含む） 

・振替（予約を含む） 

・税金・各種料金等の払込みサービス＜Pay-easy（ペイジー）＞ 

・スマホＡＴＭによる現金の預入または払戻 

３．パスワード等の管理 

本条第１、２項における本人確認で使用するパスワード等は、他人に教

えたり、紛失・盗難に遭わないよう、お客様自らの責任において厳重に管

理してください。安全性を高めるため、パスワード等は定期的に変更して

ください。なお、当行からこれらの内容をお聞きすることはありません。パ

スワード等の失念や他人に知られた場合は、速やかにお客様から当行

に届出てください。当行への届出の前に生じた損害について、当行は責

任を負いません。また、お客様がパスワード等の入力を当行所定の回数

連続して誤った場合は、当行は本サービスの取扱いを中止することがで

きるものとします。 

第３条 取引の依頼 

１． 取引の依頼方法 

本サービスによる取引の依頼は、本規定第２条に従った本人確認の終

了後、お客様が取引に必要な所定項目を当行の指定する方法により正

確に当行に伝達することで、取引を依頼するものとします。 

２． 取引依頼の確定 

当行が本サービスによる取引の依頼を受けた場合、お客様に依頼内容

の取引の依頼とみなします。 

（３）対象取引 

下記の取引において、トランザクション認証を使用します。 

・振込（予約を含む） 

・振替（予約を含む） 

・税金・各種料金等の払込みサービス＜Pay-easy（ペイジー）＞ 

・スマホＡＴＭによる現金の預入または払戻 

３．パスワード等の管理 

本条第１、２項における本人確認で使用するパスワード等は、他人に教

えたり、紛失・盗難に遭わないよう、お客様自らの責任において厳重に管

理してください。安全性を高めるため、パスワード等は定期的に変更して

ください。なお、当行からこれらの内容をお聞きすることはありません。パ

スワード等の失念や他人に知られた場合は、速やかにお客様から当行

に届出てください。当行への届出の前に生じた損害について、当行は責

任を負いません。また、お客様がパスワード等の入力を当行所定の回数

連続して誤った場合は、当行は本サービスの取扱いを中止することがで

きるものとします。 

第３条 取引の依頼 

１． 取引の依頼方法 

本サービスによる取引の依頼は、本規定第２条に従った本人確認の終了

後、お客様が取引に必要な所定項目を当行の指定する方法により正確

に当行に伝達することで、取引を依頼するものとします。 

２． 取引依頼の確定 

当行が本サービスによる取引の依頼を受けた場合、お客様に依頼内容
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を確認しますので、その内容が正しい場合には、当行の指定する方法で

確認した旨を回答してください。 

３． 依頼内容の変更・撤回 

依頼内容の変更または撤回は、お客様が当行所定の方法により行うもの

とします。なお、当行への連絡の時期等によっては、変更または撤回が

できないことがあります。 

第４条 取引内容の確認 

１．当行が取引依頼を受付した場合は、ご利用の端末にプッシュ通知を

送信しますので、取引内容を確認してください。 

２．本サービスご利用後は、速やかにお取引店または現金自動預払機で

預金通帳に記帳、本サービスの「振込・振替依頼内容照会」、「定期預金

明細照会」等により取引内容の確認を行ってください。万一、取引内容、

残高等に依頼内容との相違がある場合は、その旨を当行に連絡してくだ

さい。 

３．本サービスによる取引内容について、お客様と当行との間で疑義が

生じた場合には、当行の機械記録の内容を正当なものとして取扱いま

す。 

第５条 取引の内容 

１．照会サービス 

本サービスでは、お客様の依頼に基づき、お客様の指定する「利用口

座」について当行所定の方法・範囲に従い、口座残高の照会、入出金明

細の照会を行うことができます。お客様からの依頼に基づいて当行が回

答した口座情報は、残高、入出金明細を証明するものではなく、口座の

取引内容に変更または取消があった場合には、当行はお客様に通知す

を確認しますので、その内容が正しい場合には、当行の指定する方法で

確認した旨を回答してください。 

３． 依頼内容の変更・撤回 

依頼内容の変更または撤回は、お客様が当行所定の方法により行うもの

とします。なお、当行への連絡の時期等によっては、変更または撤回が

できないことがあります。 

第４条 取引内容の確認 

１．当行が取引依頼を受付した場合は、ご利用の端末にプッシュ通知を

送信しますので、取引内容を確認してください。 

２．本サービスご利用後は、速やかにお取引店または現金自動預払機で

預金通帳に記帳、本サービスの「振込・振替依頼内容照会」、「定期預金

明細照会」等により取引内容の確認を行ってください。万一、取引内容、

残高等に依頼内容との相違がある場合は、その旨を当行に連絡してくだ

さい。 

３．本サービスによる取引内容について、お客様と当行との間で疑義が

生じた場合には、当行の機械記録の内容を正当なものとして取扱いま

す。 

第５条 取引の内容 

１．照会サービス 

本サービスでは、お客様の依頼に基づき、お客様の指定する「利用口

座」について当行所定の方法・範囲に従い、口座残高の照会、入出金明

細の照会を行うことができます。お客様からの依頼に基づいて当行が回

答した口座情報は、残高、入出金明細を証明するものではなく、口座の

取引内容に変更または取消があった場合には、当行はお客様に通知す
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ることなく、回答済みの口座情報を変更または取消を行うことがあります。

このような変更または取消のために生じた損害について、当行は責任を

負いません。 

２．振込・振替サービス 

本サービスでは、お客様の依頼に基づき、「利用口座」（以下「支払口

座」といいます）から、お客様が指定した金額を引落しのうえ、お客様が

指定した当行本支店、または当行以外の金融機関の預金口座（以下「振

込・振替先口座」といいます）に入金を行います。 

（１）振込・振替の取扱 

① 支払口座と振込・振替先口座が共に「利用口座」の場合は「振替」とし

て取扱います。 

② 上記①以外の場合は、「振込」として取扱います。 

（２）振込・振替指定日 

振込・振替指定日は、本サービス依頼日当日から３０営業日後までの間

で指定することができます。 

（３）振込手数料 

振込の受付にあたっては、当行所定の振込手数料をいただきます。な

お、請求書、領収書等の発行はいたしません。 

（４）振込・振替資金の引落 

当行は、本規定第３条第２項により振込・振替依頼が確定した場合、振

込・振替資金、振込手数料を振込・振替指定日当日にお客様の指定し

た支払口座から引き落とすものとします。 

（５）取引時間 

振込・振替の手続きは当行所定の時間内に、当行所定の方法により行

ることなく、回答済みの口座情報を変更または取消を行うことがあります。

このような変更または取消のために生じた損害について、当行は責任を

負いません。 

２．振込・振替サービス 

本サービスでは、お客様の依頼に基づき、「利用口座」（以下「支払口

座」といいます）から、お客様が指定した金額を引落しのうえ、お客様が

指定した当行本支店、または当行以外の金融機関の預金口座（以下「振

込・振替先口座」といいます）に入金を行います。 

（１）振込・振替の取扱 

① 支払口座と振込・振替先口座が共に「利用口座」の場合は「振替」とし

て取扱います。 

② 上記①以外の場合は、「振込」として取扱います。 

（２）振込・振替指定日 

振込・振替指定日は、本サービス依頼日当日から３０営業日後までの間

で指定することができます。 

（３）振込手数料 

振込の受付にあたっては、当行所定の振込手数料をいただきます。な

お、請求書、領収書等の発行はいたしません。 

（４）振込・振替資金の引落 

当行は、本規定第３条第２項により振込・振替依頼が確定した場合、振

込・振替資金、振込手数料を振込・振替指定日当日にお客様の指定し

た支払口座から引き落とすものとします。 

（５）取引時間 

振込・振替の手続きは当行所定の時間内に、当行所定の方法により行
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います。 

（６）取引限度額 

振込・振替における１支払口座１日あたりの取引限度額は、当行所定の

金額の範囲内とし、その金額の範囲内でお客様の任意に設定できるもの

とします。1 日あたりの取引限度額とは、振込・振替の実行日基準で、当

日扱いの金額と翌営業日扱いの金額を合算したものとします。なお、取

引限度額を超えた取引依頼の場合、当行は全額について取引を実行す

る義務を負いません。 

（７）取引回数の制限 

振込・振替における１支払口座１日あたりの取引回数は、当行所定の回

数の範囲内とし、その回数の範囲内でお客様の任意に設定できるものと

します。振込・振替における１支払口座１日あたりの取引回数とは、振込・

振替依頼の実行日基準で、本支店、および他行あての振込・振替の回

数を合算したものとします。なお、取引回数を超えた取引依頼の場合、

当行は全額について取引を実行する義務を負いません。 

（８）依頼内容の取消 

① 当日日付の振込・振替の場合、依頼内容の取消はできません。 

② 翌営業日以降を振込・振替指定日とした場合は、振込・振替指定日

の前営業日の取扱時間までは、お客様のお使いの機器を用いて取消を

行うことができます。 

（９）振込・振替先口座へ入金できない場合の取扱 

振込・振替先口座なし等の事由により振込先の金融機関から振込資金

が返却された場合には、振込資金を引落した支払口座に入金します。な

お、その場合、（３）の振込手数料は返却いたしません。 

います。 

（６）取引限度額 

振込・振替における１支払口座１日あたりの取引限度額は、当行所定の

金額の範囲内とし、その金額の範囲内でお客様の任意に設定できるもの

とします。1 日あたりの取引限度額とは、振込・振替の実行日基準で、当

日扱いの金額と翌営業日扱いの金額を合算したものとします。なお、取

引限度額を超えた取引依頼の場合、当行は全額について取引を実行す

る義務を負いません。 

（７）取引回数の制限 

振込・振替における１支払口座１日あたりの取引回数は、当行所定の回

数の範囲内とし、その回数の範囲内でお客様の任意に設定できるものと

します。振込・振替における１支払口座１日あたりの取引回数とは、振込・

振替依頼の実行日基準で、本支店、および他行あての振込・振替の回

数を合算したものとします。なお、取引回数を超えた取引依頼の場合、

当行は全額について取引を実行する義務を負いません。 

（８）依頼内容の取消 

① 当日日付の振込・振替の場合、依頼内容の取消はできません。 

② 翌営業日以降を振込・振替指定日とした場合は、振込・振替指定日

の前営業日の取扱時間までは、お客様のお使いの機器を用いて取消を

行うことができます。 

（９）振込・振替先口座へ入金できない場合の取扱 

振込・振替先口座なし等の事由により振込先の金融機関から振込資金

が返却された場合には、振込資金を引落した支払口座に入金します。な

お、その場合、（３）の振込手数料は返却いたしません。 
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（１０）組戻し・振込内容の変更 

① 振込・振替依頼が確定した後の組戻し・振込内容の変更はお客様の

お使いの機器から操作できません。やむを得ず組戻し・振込内容の変更

が必要な場合は、支払口座のある当行本支店へ書面により依頼するもの

とし、当行所定の方法で手続きを行います。また、組戻しの場合は当行

所定の組戻し手数料（消費税等含み、以下同じ）を支払口座から引落し

させていただきます。組戻しにより、振込先金融機関から返却された資金

は、当該資金を引落した支払口座に入金します。なお、この場合、（３）の

振込手数料は返却いたしません。 

② 振込先金融機関がすでに振込通知を受信している場合には、組戻し

ができないことがあります。この場合には、受取人との間で協議してくださ

い。 

（１１）依頼内容の照会 

お客様の依頼にもとづき当行が発信した振込につき、振込先の金融機

関から当行に対して振込内容の照会があった場合には、当行は依頼内

容についてお客様に照会することがあります。この場合は、速やかに回

答してください。当行の照会に対して相当の期間内に回答がなかった場

合、または不適切な回答があった場合は、これによって生じた損害につ

いて、当行は責任を負いません。 

３．定額自動振込サービス 

（１）振込指定日 

本サービスでは、あらかじめ振込日、振込額および振込先口座等を指定

いただきます。 

振込日が当行非営業日の場合は、あらかじめ指定いただいた取扱日

（１０）組戻し・振込内容の変更 

① 振込・振替依頼が確定した後の組戻し・振込内容の変更はお客様の

お使いの機器から操作できません。やむを得ず組戻し・振込内容の変更

が必要な場合は、支払口座のある当行本支店へ書面により依頼するもの

とし、当行所定の方法で手続きを行います。また、組戻しの場合は当行

所定の組戻し手数料（消費税等含み、以下同じ）を支払口座から引落し

させていただきます。組戻しにより、振込先金融機関から返却された資金

は、当該資金を引落した支払口座に入金します。なお、この場合、（３）の

振込手数料は返却いたしません。 

② 振込先金融機関がすでに振込通知を受信している場合には、組戻し

ができないことがあります。この場合には、受取人との間で協議してくださ

い。 

（１１）依頼内容の照会 

お客様の依頼にもとづき当行が発信した振込につき、振込先の金融機

関から当行に対して振込内容の照会があった場合には、当行は依頼内

容についてお客様に照会することがあります。この場合は、速やかに回

答してください。当行の照会に対して相当の期間内に回答がなかった場

合、または不適切な回答があった場合は、これによって生じた損害につ

いて、当行は責任を負いません。 

３．定額自動振込サービス 

（１）振込指定日 

本サービスでは、あらかじめ振込日、振込額および振込先口座等を指定

いただきます。 

振込日が当行非営業日の場合は、あらかじめ指定いただいた取扱日
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（前営業日または翌営業日）で行います。なお、初回振込日が過去日ま

たは登録日を含む２営業日以内をご指定いただいた場合は、初回振込

日は翌月以降となります。 

（２）振込期間 

振込の期間は、振込開始月から５年先までの間で指定することができま

す。 

（３）手数料 

振込の受付にあたっては、当行所定の振込手数料をいただきます。な

お、請求書、領収書等の発行はいたしません。 

（４）振込資金の引落し 

当行は、本規程第４条第２項により振込依頼が確定した場合、毎月の振

込指定日に振込資金、振込手数料をお客様の指定した支払口座から引

き落とすものとします。 

（５）振込の取消 

本規程第 6 条第 2 項の振込・振替サービスの取扱いに準じます。 

（６）変更、解約 

ア．本サービスは、振込期間の満了をもって終了します。 

イ．本サービスを解約するとき、お客様のお使いの機器を用いてお手続

きが可能です。 

ウ．振込元口座が解約された場合は、本サービスは自動的に解約された

ものとして取扱います。 

（７）取引限度額 

本規程第 6 条第 2 項の振込・振替サービスの取扱いに準じます。 

（８）振込・振替先口座へ入金できない場合の取扱 

（前営業日または翌営業日）で行います。なお、初回振込日が過去日ま

たは登録日を含む２営業日以内をご指定いただいた場合は、初回振込

日は翌月以降となります。 

（２）振込期間 

振込の期間は、振込開始月から５年先までの間で指定することができま

す。 

（３）手数料 

振込の受付にあたっては、当行所定の振込手数料をいただきます。な

お、請求書、領収書等の発行はいたしません。 

（４）振込資金の引落し 

当行は、本規程第４条第２項により振込依頼が確定した場合、毎月の振

込指定日に振込資金、振込手数料をお客様の指定した支払口座から引

き落とすものとします。 

（５）振込の取消 

本規程第 6 条第 2 項の振込・振替サービスの取扱いに準じます。 

（６）変更、解約 

ア．本サービスは、振込期間の満了をもって終了します。 

イ．本サービスを解約するとき、お客様のお使いの機器を用いてお手続

きが可能です。 

ウ．振込元口座が解約された場合は、本サービスは自動的に解約された

ものとして取扱います。 

（７）取引限度額 

本規程第 6 条第 2 項の振込・振替サービスの取扱いに準じます。 

（８）振込・振替先口座へ入金できない場合の取扱 



しまぎんインターネットバンキング＜個人＞ （しまぎんアプリ版） 利用規定新旧対比表 

12 

 

新 旧 

本規程第 6 条第 2 項の振込・振替サービスの取扱いに準じます。 

（９）振込・振替先口座へ入金できない場合の取扱 

本規程第 6 条第 2 項の振込・振替サービスの取扱いに準じます。 

（１０）組戻し・振込内容の変更 

本規程第 6 条第 2 項の振込・振替サービスの取扱いに準じます。 

（11）依頼内容の照会 

本規程第 6 条第 2 項の振込・振替サービスの取扱いに準じます。 

４．定期預金取引サービス 

（１）新規口座開設 

本サービスでは、お客様の依頼に基づき、事前に登録されたお客様本

人名義の普通預金(利用口座)の店舗に新規口座を開設し、「定期預金

利用口座」として登録します。 

（２）預入 

本サービスでは、お客様の依頼に基づき、普通預金(利用口座)から出金

して、定期預金への預入を行います。 

① 預入日 

本サービス依頼日を預入日といたします。 

② 適用金利 

定期預金預入日の金利を適用します。 

③ マル優定期 

マル優定期はお取扱いできません。 

（３）解約 

本サービスでは、お客様の依頼に基づき、定期預金の解約を行います。 

① 自動解約 

本規程第 6 条第 2 項の振込・振替サービスの取扱いに準じます。 

（９）振込・振替先口座へ入金できない場合の取扱 

本規程第 6 条第 2 項の振込・振替サービスの取扱いに準じます。 

（１０）組戻し・振込内容の変更 

本規程第 6 条第 2 項の振込・振替サービスの取扱いに準じます。 

（11）依頼内容の照会 

本規程第 6 条第 2 項の振込・振替サービスの取扱いに準じます。 

４．定期預金取引サービス 

（１）新規口座開設 

本サービスでは、お客様の依頼に基づき、事前に登録されたお客様本

人名義の普通預金(利用口座)の店舗に新規口座を開設し、「定期預金

利用口座」として登録します。 

（２）預入 

本サービスでは、お客様の依頼に基づき、普通預金(利用口座)から出金

して、定期預金への預入を行います。 

① 預入日 

本サービス依頼日を預入日といたします。 

② 適用金利 

定期預金預入日の金利を適用します。 

③ マル優定期 

マル優定期はお取扱いできません。 

（３）解約 

本サービスでは、お客様の依頼に基づき、定期預金の解約を行います。 

① 自動解約 
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定期預金の預入時に、満期時取扱いを「自動解約入金」指定することに

より、満期日に定期預金を自動解約し、元金および利息を普通預金（当

初預入資金出金元口座※）へ入金します。 

② 中途解約 

満期未到来の定期預金について、中途解約操作を行うことにより、本サ

ービス依頼日に中途解約利率により解約し、元金および利息を普通預

金（当初預入資金出金元口座）へ入金します。 

（４）明細照会 

本サービスでは、登録されている定期預金口座の明細照会を行うことが

できます。 

５.住所等の変更サービス 

本サービスでは、お客様の依頼に基づき、お客様は当行に届け出た事

項のうち、住所、電話番号、勤務先の電話番号について内容変更の受

け付けを行います。 

（１）本サービスにより住所等の変更を受け付けた場合は、全ての利用口

座の取引店の届出住所等を変更します。 

（２）いずれかの取引店において、マル優のお取引があるときは、本サー

ビスでの受付はできません。 

（３）本サービスによる届出の効力は、当行で処理が完了した日から発生

します。 

６．税金・各種料金等の払込みサービス＜Pay-easy（ペイジー）＞ 

（１）税金・各種料金等（税金、手数料、料金等をいいます。以下同じ）の

払込みサービスとは、当行所定の収納機関に対し、税金、手数料、料金

等について本サービスを利用して払込むことができるサービスの提供を

定期預金の預入時に、満期時取扱いを「自動解約入金」指定することに

より、満期日に定期預金を自動解約し、元金および利息を普通預金（当

初預入資金出金元口座※）へ入金します。 

② 中途解約 

満期未到来の定期預金について、中途解約操作を行うことにより、本サ

ービス依頼日に中途解約利率により解約し、元金および利息を普通預

金（当初預入資金出金元口座）へ入金します。 

（４）明細照会 

本サービスでは、登録されている定期預金口座の明細照会を行うことが

できます。 

５.住所等の変更サービス 

本サービスでは、お客様の依頼に基づき、お客様は当行に届け出た事

項のうち、住所、電話番号、勤務先の電話番号について内容変更の受

け付けを行います。 

（１）本サービスにより住所等の変更を受け付けた場合は、全ての利用口

座の取引店の届出住所等を変更します。 

（２）いずれかの取引店において、マル優のお取引があるときは、本サー

ビスでの受付はできません。 

（３）本サービスによる届出の効力は、当行で処理が完了した日から発生

します。 

６．税金・各種料金等の払込みサービス＜Pay-easy（ペイジー）＞ 

（１）税金・各種料金等（税金、手数料、料金等をいいます。以下同じ）の

払込みサービスとは、当行所定の収納機関に対し、税金、手数料、料金

等について本サービスを利用して払込むことができるサービスの提供を
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いいます。 

（２）税金・各種料金等の払込みサービスは、本サービスのみでのお取扱

いとなります。 

（３）税金・各種料金等の払込みをするときは、収納機関番号、納付番

号、確認番号等その他当行所定の事項を正確に入力してください。 

（４）当行は、税金・各種料金等の払込みサービスにかかる領収書を発行

いたしません。 

（５）税金・各種料金等の払込みにかかる契約は、当行が申込内容を確

認して払込金額を預金口座から引き落とした時に成立するものとします。 

（６）税金・各種料金等の払込みサービスのご利用にあたっては、当行所

定の利用手数料をお支払いいただくことがあります。 

（７）税金・各種料金等の払込みサービスの利用時間は、当行が定める利

用時間内としますが、収納機関の利用時間の変動等により、当行の定め

る利用時間内でも利用できないことがあります。 

（８）所定の項目の入力を、当行または収納機関所定の回数を超えて誤

った場合は、税金・各種料金等の払込みサービスの利用が停止されるこ

とがあります。税金・各種料金等の払込みサービスの利用を再開するに

は、必要に応じて当行または収納機関所定の手続きを行ってください。 

（９）収納機関の連絡により、税金・各種料金等の払込みが取り消されるこ

とがあります。 

（10）収納機関の納付内容または請求内容、収納機関での収納手続きの

結果やその他収納等に関する照会については、直接収納機関にお問い

合わせください。 

（11）次の場合には、税金・各種料金等の払込みサービスを行うことがで

いいます。 

（２）税金・各種料金等の払込みサービスは、本サービスのみでのお取扱

いとなります。 

（３）税金・各種料金等の払込みをするときは、収納機関番号、納付番

号、確認番号等その他当行所定の事項を正確に入力してください。 

（４）当行は、税金・各種料金等の払込みサービスにかかる領収書を発行

いたしません。 

（５）税金・各種料金等の払込みにかかる契約は、当行が申込内容を確

認して払込金額を預金口座から引き落とした時に成立するものとします。 

（６）税金・各種料金等の払込みサービスのご利用にあたっては、当行所

定の利用手数料をお支払いいただくことがあります。 

（７）税金・各種料金等の払込みサービスの利用時間は、当行が定める利

用時間内としますが、収納機関の利用時間の変動等により、当行の定め

る利用時間内でも利用できないことがあります。 

（８）所定の項目の入力を、当行または収納機関所定の回数を超えて誤

った場合は、税金・各種料金等の払込みサービスの利用が停止されるこ

とがあります。税金・各種料金等の払込みサービスの利用を再開するに

は、必要に応じて当行または収納機関所定の手続きを行ってください。 

（９）収納機関の連絡により、税金・各種料金等の払込みが取り消されるこ

とがあります。 

（10）収納機関の納付内容または請求内容、収納機関での収納手続きの

結果やその他収納等に関する照会については、直接収納機関にお問い

合わせください。 

（11）次の場合には、税金・各種料金等の払込みサービスを行うことがで
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きません。 

ア. 停電、システム障害、故障等によりお取扱いできない場合 

イ． 払込金額に別にお知らせした利用手数料を加えた金額が、お客様

の口座より払戻すことができる金額を超える場合 

ウ．1 日または 1 回あたりの利用金額が当行の定めた限度額を超える場

合 

エ．お客様の口座が解約済みの場合 

オ．差押等やむをえない事情があり、当行が不適当と認めた場合 

カ．収納機関から納付内容または請求内容について所定の確認ができ

ない場合 

キ．お客様が当行所定の回数を超えて確認番号等を誤って入力した場

合 

ク．その他、当行が必要と認めた場合 

７.スマホＡＴＭサービス 

利用口座において、通帳・キャッシュカード・印鑑を使用せずにあらかじ

め当行に届け出た暗証番号と本サービスのログイン認証（生体認証）に

て、当行が提携しているセブン銀行およびローソン銀行のＡＴＭ（以降、

「コンビニＡＴＭ」といいます。）の操作により、利用口座への預入れまた

は現金の払戻しが可能です。 

（１）利用条件 

①本サービスでの利用口座の登録が完了している場合にのみご利用い

ただけます。 

②利用できるＡＴＭはコンビニＡＴＭに限ります。 

（２）現金の預入れ 

きません。 

ア. 停電、システム障害、故障等によりお取扱いできない場合 

イ． 払込金額に別にお知らせした利用手数料を加えた金額が、お客様

の口座より払戻すことができる金額を超える場合 

ウ．1 日または 1 回あたりの利用金額が当行の定めた限度額を超える場

合 

エ．お客様の口座が解約済みの場合 

オ．差押等やむをえない事情があり、当行が不適当と認めた場合 

カ．収納機関から納付内容または請求内容について所定の確認ができ

ない場合 

キ．お客様が当行所定の回数を超えて確認番号等を誤って入力した場

合 

ク．その他、当行が必要と認めた場合 

７.スマホＡＴＭサービス 

利用口座において、通帳・キャッシュカード・印鑑を使用せずにあらかじ

め当行に届け出た暗証番号と本サービスのログイン認証（生体認証）に

て、当行が提携しているセブン銀行およびローソン銀行のＡＴＭ（以降、

「コンビニＡＴＭ」といいます。）の操作により、利用口座への預入れまた

は現金の払戻しが可能です。 

（１）利用条件 

①本サービスでの利用口座の登録が完了している場合にのみご利用い

ただけます。 

②利用できるＡＴＭはコンビニＡＴＭに限ります。 

（２）現金の預入れ 



しまぎんインターネットバンキング＜個人＞ （しまぎんアプリ版） 利用規定新旧対比表 

16 

 

新 旧 

コンビニＡＴＭで、本サービスを選択して、コンビニＡＴＭに表示された操

作手順に従って預入れに係る現金を投入するとともに、本サービスおよ

びコンビニＡＴＭで所定の操作を行ってください。 

（３）現金の払戻し 

①コンビニＡＴＭで、本サービスを選択して、コンビニＡＴＭの画面に表

示された操作手順に従って、本サービスおよびコンビニＡＴＭで所定の

操作（当行届け出の暗証番号の入力、生体認証、払戻し金額の入力を

含む。）を行ってください。 

②当行に端末の紛失等による利用停止の届け出をされている場合は、

ご利用できませんので、予め利用停止解除の依頼書をご提出の上、全

項の操作をしてください。 

③1 回あたりの払戻し限度額は、当行が予め定めた額、お客様が当行所

定の方法により個別に設定した 1 回あたりの払戻限度額またはコンビニ

ＡＴＭ所定の払戻限度額のいずれか低い方の金額の範囲内とします。ま

た、払戻し金額の単位は、コンビニＡＴＭについて当行又は提携金融機

関が定めた金額とします。 

④当行は、コンビニＡＴＭの操作で入力された暗証番号が当行に届け出

た暗証番号と一致することに加え、生体認証が完了したこと確認し、現金

の払戻しを行います。 

（４）利用手数料 

スマホＡＴＭを利用した現金の預入れおよび払戻しの場合には、コンビ

ニＡＴＭで当行キャッシュカードを利用した場合と同様の手数料をいただ

きます。なお、手数料については、現金の預入れ時および払戻し時に当

該預金口座より自動的に引落します。 

コンビニＡＴＭで、本サービスを選択して、コンビニＡＴＭに表示された操

作手順に従って預入れに係る現金を投入するとともに、本サービスおよ

びコンビニＡＴＭで所定の操作を行ってください。 

（３）現金の払戻し 

①コンビニＡＴＭで、本サービスを選択して、コンビニＡＴＭの画面に表

示された操作手順に従って、本サービスおよびコンビニＡＴＭで所定の

操作（当行届け出の暗証番号の入力、生体認証、払戻し金額の入力を

含む。）を行ってください。 

②当行に端末の紛失等による利用停止の届け出をされている場合は、

ご利用できませんので、予め利用停止解除の依頼書をご提出の上、全

項の操作をしてください。 

③1 回あたりの払戻し限度額は、当行が予め定めた額、お客様が当行所

定の方法により個別に設定した 1 回あたりの払戻限度額またはコンビニ

ＡＴＭ所定の払戻限度額のいずれか低い方の金額の範囲内とします。ま

た、払戻し金額の単位は、コンビニＡＴＭについて当行又は提携金融機

関が定めた金額とします。 

④当行は、コンビニＡＴＭの操作で入力された暗証番号が当行に届け出

た暗証番号と一致することに加え、生体認証が完了したこと確認し、現金

の払戻しを行います。 

（４）利用手数料 

スマホＡＴＭを利用した現金の預入れおよび払戻しの場合には、コンビ

ニＡＴＭで当行キャッシュカードを利用した場合と同様の手数料をいただ

きます。なお、手数料については、現金の預入れ時および払戻し時に当

該預金口座より自動的に引落します。 
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（５）スマホＡＴＭの不正使用による払戻し等 

①本サービスで、スマホＡＴＭを利用する端末の盗難もしくは紛失（以下

「盗難等」といいます。）または当該利用にあたり当行が確認する暗証番

号等の盗取・詐取等により、他人にスマホＡＴＭを不正使用され生じた払

戻しについては、次の各号のすべてに該当する場合、お客様は当行に

対して当該払戻しの額に相当する金額およびこれに付帯する利息なら

びに手数料に相当する金額（以下本条において「補てん対象額」といい

ます。）の補てんを請求することができます。 

Ａ端末の盗難等または暗証番号等の盗取・詐取等に気づいてからすみ

やかに当行へ所定の届け出が行われていること 

Ｂ当行の調査に対し、お客様より十分な説明が行われていること 

Ｃ当行に対し、警察署に被害届を提出していることまたは被害事実等の

事情説明をしていること 

その他の盗難等または盗取・詐取等にあったことが推測される事実を確

認できるものを示していること 

②前号の請求がなされた場合、当該払戻しが本人の故意による場合を

除き、当行は、当行へ通知が行われた日の３０日（ただし、当行に通知す

ることができないやむを得ない事情があることを本人が証明した場合は、

３０日にその事情が継続している期間を加えた日数とします。）前の日以

降になされた払戻しにかかる損害（手数料や利息を含みます。）の額に

相当する金額（以下、「補てん対象額」といいます。）を補てんするものと

します。ただし、当該払戻しが行われたことについて、当行が善意かつ無

過失であり、かつ、本人に過失があることを当行が証明した場合には、当

行は補てん対象額の４分の３に相当する金額を補てんするものとします。 

（５）スマホＡＴＭの不正使用による払戻し等 

①本サービスで、スマホＡＴＭを利用する端末の盗難もしくは紛失（以下

「盗難等」といいます。）または当該利用にあたり当行が確認する暗証番

号等の盗取・詐取等により、他人にスマホＡＴＭを不正使用され生じた払

戻しについては、次の各号のすべてに該当する場合、お客様は当行に

対して当該払戻しの額に相当する金額およびこれに付帯する利息なら

びに手数料に相当する金額（以下本条において「補てん対象額」といい

ます。）の補てんを請求することができます。 

Ａ端末の盗難等または暗証番号等の盗取・詐取等に気づいてからすみ

やかに当行へ所定の届け出が行われていること 

Ｂ当行の調査に対し、お客様より十分な説明が行われていること 

Ｃ当行に対し、警察署に被害届を提出していることまたは被害事実等の

事情説明をしていること 

その他の盗難等または盗取・詐取等にあったことが推測される事実を確

認できるものを示していること 

②前号の請求がなされた場合、当該払戻しが本人の故意による場合を

除き、当行は、当行へ通知が行われた日の３０日（ただし、当行に通知す

ることができないやむを得ない事情があることを本人が証明した場合は、

３０日にその事情が継続している期間を加えた日数とします。）前の日以

降になされた払戻しにかかる損害（手数料や利息を含みます。）の額に

相当する金額（以下、「補てん対象額」といいます。）を補てんするものと

します。ただし、当該払戻しが行われたことについて、当行が善意かつ無

過失であり、かつ、本人に過失があることを当行が証明した場合には、当

行は補てん対象額の４分の３に相当する金額を補てんするものとします。 



しまぎんインターネットバンキング＜個人＞ （しまぎんアプリ版） 利用規定新旧対比表 

18 

 

新 旧 

③前２号の規定は、第１号にかかる当行への通知が、盗難が行われた日

（当該盗難が行われた日が明らかでないときは、当該盗難にかかる盗難

カード等を用いて行われた不正な預金払戻しが最初に行われた日。）か

ら、２年を経過する日後に行われた場合には、適用されないものとしま

す。 

④第２号の規定にかかわらず、次のいずれかに該当することを当行が証

明した場合には、当行は補てん責任を負いません。 

Ａ当該払戻しが行われたことについて当行が善意かつ無過失であり、か

つ、次のいずれかに該当する場合 

a 本人に重大な過失があることを当行が証明した場合 

b 本人の配偶者、二親等内の親族、同居の家族、その他の同居人、ま

たは家事使用人（家事全般を行っている家政婦など。）によって行われた

場合 

c 本人が、被害状況についての当行に対する説明において、重要な事

項について偽りの証明を行った場合 

Ｂ戦争、暴動等による著しい社会秩序の混乱に乗じまたはこれに付随し

て端末が盗難にあった場合 

第６条 取引の追加 

本サービスに今後追加される取引について、お客様は新たな申込なしに

利用できるものとします。ただし、当行が指定する一部の取引については

この限りではありません。 

第７条 通知・照会等の連絡先 

１．当行は取引依頼を受付けた場合、お客様に対しその取引内容をプッ

シュ通知にて通知します。 

③前２号の規定は、第１号にかかる当行への通知が、盗難が行われた日

（当該盗難が行われた日が明らかでないときは、当該盗難にかかる盗難

カード等を用いて行われた不正な預金払戻しが最初に行われた日。）か

ら、２年を経過する日後に行われた場合には、適用されないものとしま

す。 

④第２号の規定にかかわらず、次のいずれかに該当することを当行が証

明した場合には、当行は補てん責任を負いません。 

Ａ当該払戻しが行われたことについて当行が善意かつ無過失であり、か

つ、次のいずれかに該当する場合 

a 本人に重大な過失があることを当行が証明した場合 

b 本人の配偶者、二親等内の親族、同居の家族、その他の同居人、ま

たは家事使用人（家事全般を行っている家政婦など。）によって行われた

場合 

c 本人が、被害状況についての当行に対する説明において、重要な事

項について偽りの証明を行った場合 

Ｂ戦争、暴動等による著しい社会秩序の混乱に乗じまたはこれに付随し

て端末が盗難にあった場合 

第６条 取引の追加 

本サービスに今後追加される取引について、お客様は新たな申込なしに

利用できるものとします。ただし、当行が指定する一部の取引については

この限りではありません。 

第７条 通知・照会等の連絡先 

１．当行は取引依頼を受付けた場合、お客様に対しその取引内容をプッ

シュ通知にて通知します。 
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あらかじめお客様のお使いの機器において、プッシュ通知を受信できる

ようにしてください。その場合のプッシュ通知の送信先は、あらかじめ届

出のあったお客様のお使いの機器とします。当行からの通知が到着しな

かった場合に生じた損害について、当行は責任を負いません。 

２．依頼内容に関し、当行からお客様に照会する場合には、届出のあっ

た住所、電話番号を連絡先とします。連絡先届出の不備または不在、電

話回線の不通等によって通知・照会ができなくても、これによって生じた

損害について、当行は責任を負いません。 

第８条 届出事項の変更等 

１．印鑑、氏名、住所、電子メールアドレス、その他の届出事項に変更が

ある場合は、各種預金規定およびその他の取引規定に従い、直ちに書

面等によって当行に届出てください。この届出の前に生じた損害につい

て、当行は責任を負いません。 

２．前項の届出がなかったために、当行からの通知または送付する書類

等が延着し、または到着しなかった場合には、通常到着すべきときに到

着したものとみなします。 

３．本サービスの届出印は、「利用口座」の届出印とするので改印により

利用口座の届出印が変更となった場合、本サービスの届出印も変更され

たものとします。 

４．印鑑の届け出を行っていない場合は、上記３には該当しません。 

第９条 免責事項等 

１．本規定第２条により本人確認手続きを経た後、本サービスの提供に

応じたうえは、利用者をお客様とみなし、パスワード等、資金の引落し口

座等に不正使用その他の事故があってもそのために生じた損害につい

あらかじめお客様のお使いの機器において、プッシュ通知を受信できる

ようにしてください。その場合のプッシュ通知の送信先は、あらかじめ届

出のあったお客様のお使いの機器とします。当行からの通知が到着しな

かった場合に生じた損害について、当行は責任を負いません。 

２．依頼内容に関し、当行からお客様に照会する場合には、届出のあっ

た住所、電話番号を連絡先とします。連絡先届出の不備または不在、電

話回線の不通等によって通知・照会ができなくても、これによって生じた

損害について、当行は責任を負いません。 

第８条 届出事項の変更等 

１．印鑑、氏名、住所、電子メールアドレス、その他の届出事項に変更が

ある場合は、各種預金規定およびその他の取引規定に従い、直ちに書

面等によって当行に届出てください。この届出の前に生じた損害につい

て、当行は責任を負いません。 

２．前項の届出がなかったために、当行からの通知または送付する書類

等が延着し、または到着しなかった場合には、通常到着すべきときに到

着したものとみなします。 

３．本サービスの届出印は、「利用口座」の届出印とするので改印により

利用口座の届出印が変更となった場合、本サービスの届出印も変更され

たものとします。 

４．印鑑の届け出を行っていない場合は、上記３には該当しません。 

第９条 免責事項等 

１．本規定第２条により本人確認手続きを経た後、本サービスの提供に

応じたうえは、利用者をお客様とみなし、パスワード等、資金の引落し口

座等に不正使用その他の事故があってもそのために生じた損害につい
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て、当行は責任を負いません。 

２．通信手段の障害等 

次の各号の事由により、本サービスの取扱いに遅延、不能等があって

も、それによって生じた損害について、当行は責任を負いません。 

（１）当行または金融機関の共同システムの運営体が相当の安全対策を

講じたにもかかわらず、通信機器、回線およびコンピューターの障害また

は回線工事等のやむを得ない事由があった場合。 

（２）災害・事変、法令による制限、政府または裁判所等公的機関の措置

等のやむを得ない事由があった場合。 

（３）公衆電話回線、移動体通信網、専用電話回線、インターネット等の

通信回線において当行に有効な取引依頼のデータが到着する前の段

階でトラブルが生じたときや同回線上で翻意等がなされたことによりお客

様のパスワード等や取引情報等が漏洩したとき。 

（４）郵送上の事故等につき、第三者がお客様の情報を知り得たとき。 

（５）当行の責によらないお客様のお使いの機器、通信回線等の障害な

らびに電話回線の不通等通信手段の障害が生じたとき。 

（６）当行以外の金融機関の責に帰すべき事由があったとき。 

第１０条 解約等 

１．都合解約 

本サービスは、当事者の一方の都合で、通知によりいつでも解約するこ

とができます。ただし、お客様からの解約の場合は、お客様のお使いの

機器からしまぎんアプリをアンインストールしてください。 

２．解約の通知 

当行の都合により本サービスを解約する場合は、届出の電子メールアド

て、当行は責任を負いません。 

２．通信手段の障害等 

次の各号の事由により、本サービスの取扱いに遅延、不能等があって

も、それによって生じた損害について、当行は責任を負いません。 

（１）当行または金融機関の共同システムの運営体が相当の安全対策を

講じたにもかかわらず、通信機器、回線およびコンピューターの障害また

は回線工事等のやむを得ない事由があった場合。 

（２）災害・事変、法令による制限、政府または裁判所等公的機関の措置

等のやむを得ない事由があった場合。 

（３）公衆電話回線、移動体通信網、専用電話回線、インターネット等の

通信回線において当行に有効な取引依頼のデータが到着する前の段

階でトラブルが生じたときや同回線上で翻意等がなされたことによりお客

様のパスワード等や取引情報等が漏洩したとき。 

（４）郵送上の事故等につき、第三者がお客様の情報を知り得たとき。 

（５）当行の責によらないお客様のお使いの機器、通信回線等の障害な

らびに電話回線の不通等通信手段の障害が生じたとき。 

（６）当行以外の金融機関の責に帰すべき事由があったとき。 

第１０条 解約等 

１．都合解約 

本サービスは、当事者の一方の都合で、通知によりいつでも解約するこ

とができます。ただし、お客様からの解約の場合は、お客様のお使いの

機器からしまぎんアプリをアンインストールしてください。 

２．解約の通知 

当行の都合により本サービスを解約する場合は、届出の電子メールアド
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レスに解約の通知を行います。その場合に、その通知が電子メールアド

レス等の事由によりお客様に到着しなかったときは、通常到着すべきとき

に到着したものとみなします。 

３．利用口座の解約 

「利用口座」が解約された場合は、該当口座に関する本サービスは解約

されたものとみなします。また、すべての「利用口座」が解約された場合

は、本サービスはすべて解約されたものとみなします。 

４．サービスの停止 

お客様が次の各号のいずれかに該当したときは、当行はいつでも、お客

様に事前に通知することなく全部または一部のサービスの提供を停止す

ることができます。 

（１）６ヶ月以上相当期間にわたり本サービスの利用がない場合。 

（２）本条第５項に記載の事由に準じた事由が生じた場合。 

５．サービスの強制解約 

お客様が次の各号のいずれかに該当したときは、当行はいつでも、お客

様に事前に通知することなく本サービスを解約することができます。 

（１）相続の開始があったとき。 

（２）支払いの停止または破産、民事再生の申し立てがあったとき。 

（３）手形交換所の取引停止処分を受けた場合。 

（４）当行に支払うべき所定の基本契約料、手数料等の未払い等が生じ

た場合。 

（５）お客様が住所変更等の届出を怠る等お客様の責に帰すべき事由に

よって、当行においてお客様の所在が不明となったとき。 

（６）お客様ご本人以外の第三者によるアクセスが判明した場合。 

レスに解約の通知を行います。その場合に、その通知が電子メールアド

レス等の事由によりお客様に到着しなかったときは、通常到着すべきとき

に到着したものとみなします。 

３．利用口座の解約 

「利用口座」が解約された場合は、該当口座に関する本サービスは解約

されたものとみなします。また、すべての「利用口座」が解約された場合

は、本サービスはすべて解約されたものとみなします。 

４．サービスの停止 

お客様が次の各号のいずれかに該当したときは、当行はいつでも、お客

様に事前に通知することなく全部または一部のサービスの提供を停止す

ることができます。 

（１）６ヶ月以上相当期間にわたり本サービスの利用がない場合。 

（２）本条第５項に記載の事由に準じた事由が生じた場合。 

５．サービスの強制解約 

お客様が次の各号のいずれかに該当したときは、当行はいつでも、お客

様に事前に通知することなく本サービスを解約することができます。 

（１）相続の開始があったとき。 

（２）支払いの停止または破産、民事再生の申し立てがあったとき。 

（３）手形交換所の取引停止処分を受けた場合。 

（４）当行に支払うべき所定の基本契約料、手数料等の未払い等が生じ

た場合。 

（５）お客様が住所変更等の届出を怠る等お客様の責に帰すべき事由に

よって、当行においてお客様の所在が不明となったとき。 

（６）お客様ご本人以外の第三者によるアクセスが判明した場合。 



しまぎんインターネットバンキング＜個人＞ （しまぎんアプリ版） 利用規定新旧対比表 

22 

 

新 旧 

（７）本規定または本規定に基づく当行所定事項に違反した場合。 

６．基本契約料等の払戻し 

契約期間の途中での解約もしくはサービスの全部および一部停止の場

合でも、基本契約料は一切払戻しいたしません。 

第１１条 関係規定の適用・準用 

この規定に定めのない事項については、当行の各種預金規定総合口座

取引規定、各種カードローン規定等の各規定により取扱います。 

第１２条 契約期間 

本契約の当初契約日は、当行がお客様からの利用申請を受理し、申込

みを承諾した日とします。当初契約期間は契約日から起算して 1 年間と

し、お客様または当行から特に申し出がない限り、契約期間 

満了の日から 1 年間継続されるものとします。継続後も同様とします。第

１３条 規定の変更 

１．この規定の各条項その他の条件は、金融情勢の状況の変化その他

相当の事由があると認められる場合には、当行のウェブサイトへの掲載

による公表その他相当の方法で周知することにより、変更できるものとし

ます。 

２．前項の変更は、公表等の際に定める適用開始日から適用されるもの

とします。 

第１４条 譲渡質入れ等の禁止 

当行の承諾なしに本サービスにもとづくお客様の権利および預金等の譲

渡質入れ等はできません。 

第１５条 準拠法・合意管轄 

本契約の準拠法は日本法とします。本契約にもとづく取引に関して訴訟

（７）本規定または本規定に基づく当行所定事項に違反した場合。 

６．基本契約料等の払戻し 

契約期間の途中での解約もしくはサービスの全部および一部停止の場

合でも、基本契約料は一切払戻しいたしません。 

第１１条 関係規定の適用・準用 

この規定に定めのない事項については、当行の各種預金規定総合口座

取引規定、各種カードローン規定等の各規定により取扱います。 

第１２条 契約期間 

本契約の当初契約日は、当行がお客様からの利用申請を受理し、申込

みを承諾した日とします。当初契約期間は契約日から起算して 1 年間と

し、お客様または当行から特に申し出がない限り、契約期間 

満了の日から 1 年間継続されるものとします。継続後も同様とします。第

１３条 規定の変更 

１．この規定の各条項その他の条件は、金融情勢の状況の変化その他

相当の事由があると認められる場合には、当行のウェブサイトへの掲載

による公表その他相当の方法で周知することにより、変更できるものとし

ます。 

２．前項の変更は、公表等の際に定める適用開始日から適用されるもの

とします。 

第１４条 譲渡質入れ等の禁止 

当行の承諾なしに本サービスにもとづくお客様の権利および預金等の譲

渡質入れ等はできません。 

第１５条 準拠法・合意管轄 

本契約の準拠法は日本法とします。本契約にもとづく取引に関して訴訟
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の必要が生じた場合には、当行本店または「利用口座」開設店の所在地

を管轄する裁判所を管轄裁判所とします。 

第１６条 協議事項 

本規定で定めた事項以外の取扱いを行う場合は、別途協議して当該取

扱方法を定めるものとします。 

以上 

２０２３年８月１４日改定 

２０２５年７月２２日改定 

２０２６年６月１日改定 

の必要が生じた場合には、当行本店または「利用口座」開設店の所在地

を管轄する裁判所を管轄裁判所とします。 

第１６条 協議事項 

本規定で定めた事項以外の取扱いを行う場合は、別途協議して当該取

扱方法を定めるものとします。 

以上 

２０２３年８月１４日改定 

２０２５年７月２２日改定 
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しまぎんキャッシュカード規定 

島根銀行 

１．（カードの利用） 

普通預金（総合口座取引の普通預金を含みます。以下同じです。）につ

いて発行したキャッシュカード（以下「カード」といいます。）は、当該預金

口座について、次の場合に利用することができます。 

 

①当行の現金自動預金機（現金自動預入払出兼用機を含みます。以下

「預金機」といいます。）を使用して普通預金（以下「預金」といいます。）

に預入れをする場合 

②当行および当行がオンライン現金自動支払機の共同利用による現金

支払業務を提携した金融機関等（以下「提携先」といいます。）の現金自

動支払機（現金自動預入払出兼用機を含みます。以下「支払機」といい

ます。）を使用して預金の払戻しをする場合 

③当行の自動振込機（振込を行うことができる現金自動預入払出兼用機

を含みます。以下「振込機」といいます。）を使用して振込資金を預金口

座からの振替により払戻し、振込の依頼をする場合 

④その他当行所定の取引をする場合 

２．（預金機による預金の預入れ） 

（１）預金機を使用して預金に預入れをする場合には、預金機の画面表

示等の操作手順に従って、預金機にカードまたは通帳を挿入し、現金を

投入して操作してください。 

（２）預金機による預入れは、預金機の機種により当行所定の種類の紙幣

に限ります。また、1 回あたりの預入れは、当行所定の枚数による金額の

しまぎんキャッシュカード規定 

島根銀行 

１．（カードの利用） 

普通預金（総合口座取引の普通預金を含みます。以下同じです。）につ

いて発行したキャッシュカードおよび貯蓄預金について発行した貯蓄預

金キャッシュカード（以下これらを「カード」といいます。）は、それぞれ当

該預金口座について、次の場合に利用することができます。 

①当行の現金自動預金機（現金自動預入払出兼用機を含みます。以下

「預金機」といいます。）を使用して普通預金または貯蓄預金（以下これら

を「預金」といいます。）に預入れをする場合 

②当行および当行がオンライン現金自動支払機の共同利用による現金

支払業務を提携した金融機関等（以下「提携先」といいます。）の現金自

動支払機（現金自動預入払出兼用機を含みます。以下「支払機」といい

ます。）を使用して預金の払戻しをする場合 

③当行の自動振込機（振込を行うことができる現金自動預入払出兼用機

を含みます。以下「振込機」といいます。）を使用して振込資金を預金口

座からの振替により払戻し、振込の依頼をする場合 

④その他当行所定の取引をする場合 

２．（預金機による預金の預入れ） 

（１）預金機を使用して預金に預入れをする場合には、預金機の画面表

示等の操作手順に従って、預金 

機にカードまたは通帳を挿入し、 現金を投入して操作してください。 

（２）預金機による預入れは、預金機の機種により当行所定の種類の紙幣

に限ります。また、1 回あたりの預入れは、当行所定の枚数による金額の
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範囲内とします。 

３．（支払機による預金の払戻し） 

（１）支払機を使用して預金の払戻しをする場合には、支払機の画面表

示等の操作手順に従って、支払機にカードを挿入し、届出の暗証および

金額を正確に入力してください。この場合、通帳および払戻請求書の提

出は必要ありません。 

（２）支払機による払戻しは、支払機の機種により当行または提携先所定

の金額単位とし、1 回あたりの払戻しは、当行または提携先所定の金額

の範囲内とします。なお、1 日あたりの払戻しは当行所定の金額の範囲

内とします。 

（３）支払機を使用して預金の払戻しをする場合に、払戻請求金額と第 5

条第 1 項に規定する自動機利用手数料金額および同条第 2 項に規定

する払戻回数超過手数料金額との合計額が払戻すことのできる金額をこ

えるときは、その払戻しはできません。 

４．（振込機による振込） 

振込機を使用して振込資金を預金口座からの振替えにより払戻し、振込

の依頼をする場合には、振込機の画面表示等の操作手順に従って、振

込機にカードを挿入し、届出の暗証その他の所定の事項を正確に入力

してください。この場合における預金の払戻しについては、通帳および払

戻請求書の提出は必要ありません。 

５．（自動機利用手数料） 

（１）預金機を使用して預金に預入れをする場合、および、支払機または

振込機を使用して預金の払戻しをする場合には、当行および提携先所

定の預金機・支払機・振込機の利用に関する手数料（以下「自動機利用

範囲内とします。 

３．（支払機による預金の払戻し） 

（１）支払機を使用して預金の払戻しをする場合には、支払機の画面表

示等の操作手順に従って、支払機にカードを挿入し、届出の暗証および

金額を正確に入力してください。この場合、通帳および払戻請求書の提

出は必要ありません。 

（２）支払機による払戻しは、支払機の機種により当行または提携先所定

の金額単位とし、1 回あたりの払戻しは、当行または提携先所定の金額

の範囲内とします。なお、 1 日あたりの払戻しは当行所定の金額の範囲

内とします。 

（３）支払機を使用して預金の払戻しをする場合に、払戻請求金額と第 

5 条第 1 項に規定する自動機 利用手数料金額および同条第 2 項に

規定する払戻回数超過手数料金額との合計額が払戻すことのできる金

額をこえるときは、その払戻しはできません。 

４．（振込機による振込） 

振込機を使用して振込資金を預金口座からの振替えにより払戻し、振込

の依頼をする場合には、振込機の画面表示等の操作手順に従って、振

込機にカードを挿入し、届出の暗証その他の所定の事項を正確に入力

してください。この場合における預金の払戻しについては、通帳および払

戻請求書の提出は必要ありません。 

５．（自動機利用手数料） 

（１）預金機を使用して預金に預入れをする場合、および、支払機または

振込機を使用して預金の払戻しをする場合には、当行および提携先所

定の預金機・支払機・振込機の利用に関する手数料（以下「自動機利用
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手数料」といいます。）をいただきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）自動機利用手数料または払戻回数超過手数料は、預金の預入れま

たは払戻し時に、通帳および払戻請求書なしで、その預入れまたは払戻

しをした預金口座から自動的に引落します。なお、提携先の自動機利用

手数料は、当行から提携先に支払います。 

（３）振込手数料は、振込資金の預金口座からの払戻し時に、通帳およ

び払戻請求書なしで、その払戻しをした預金口座から自動的に引落しま

す。 

６．（代理人による預金の預入れ・払戻しおよび振込） 

（１）代理人（同居の親族 1 名に限ります。）による預金の預入れ・払戻し

および振込の依頼をする場合には、本人から代理人の氏名、暗証を届

出てください。この場合、当行は代理人のためのカードを発行します。 

（２）代理人カードにより振込の依頼をする場合には、振込依頼人名は本

人名義となります。 

（３）代理人のカードの利用についても、この規定を適用します。 

手数料 」といいます。）をいただきます。 

（２）支払機または振込機を使用して貯蓄預金（30 型）の払戻しをする場

合（第 7 条 2 項により当行本支店の窓口でカードにより貯蓄預金の払

戻しをする場合を含みます。）、当該貯蓄預金の払戻し（通帳および払戻

請求書の提出による払戻しを含みます。）が毎月帳および払戻請求書の

提出による払戻しを含みます。）が毎月 1 日から月末日までの 1 か月間

に 5 回をこえるときは、その回数をこえるそれぞれの払戻しについて、貯

蓄預金（回をこえるときは、その回数をこえるそれぞれの払戻しについ

て、貯蓄預金（30 型）規定に定める払戻回数超過手数料をいただきま

す。 

（３）自動機利用手数料または払戻回数超過手数料は、預金の預入れま

たは払戻し時に、通帳および払通帳および払戻請求書なしで、その預入

れまたは払戻しをした預金口座から自動的に引落します。なお、提携先

の自動機利用手数料は、当行から提携先に支払います。 

（４）振込手数料は、振込資金の預金口座からの払戻し時に、通帳およ

び払戻請求書なしで、その払戻しをした預金口座から自動的に引落しま

す。 

６．（代理人による預金の預入れ・払戻しおよび振込） 

（１）代理人（同居の親族 1 名に限ります。）による預金の預入れ・払戻し

および振込の依頼をする場合には、本人から代理人の氏名、暗証を届

出てください。この場合、当行は代理人のためのカードを発行します。 

（２）代理人カードにより振込の依頼をする場合には、振込依頼人名は本

人名義となります。 

（３）代理人のカードの利用についても、この規定を適用します。 
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７．（預金機・支払機・振込機故障時等の取扱い） 

（１）停電、故障等により預金機による取扱いができない場合には、窓口

営業時間内に限り、当行本支店の窓口でカードにより預金に預入れをす

ることができます。 

（２）停電、故障等により当行の支払機による取扱いができない場合に

は、窓口営業時間内に限り、当行が支払機故障時等の取扱いとして定

めた金額を限度として当行本支店の窓口でカードにより預金の払戻しを

することができます。なお、提携先の窓口では、この取扱いはしません。 

（３）前項による払戻しをする場合には、当行所定の払戻請求書に氏名、

金額および届出の暗証を記入のうえ、カードとともに提出してください。 

（４）停電、故障等により振込機による取扱いができない場合には、窓口

営業時間内に限り、前 2 項によるほか振込依頼書を提出することにより

振込の依頼をすることができます。 

８．（カードによる預入れ・払戻し金額等の通帳記入） 

カードにより預入れた金額、払戻した金額、自動機利用手数料金額、振

込手数料金額または払戻回数超過手数料金額の通帳記入は、通帳が

預金機、振込機、当行の支払機で使用された場合または当行本支店の

窓口に提出された場合に行います。また、窓口でカードにより取扱った

場合にも同様とします。なお、支払機を使用して預金を払戻す場合の払

戻し金額と自動機利用手数料は合計額をもって、その他の場合の各手

数料は預入れまたは払戻し金額とは別個に通帳に記入します。 

９．（カード・暗証の管理等） 

（１）当行は、支払機または振込機の操作の際に使用されたカードが、当

行が本人に交付したカードであること、および入力された暗証と届出の暗

７．（預金機・支払機・振込機故障時等の取扱い） 

（１）停電、故障等により預金機による取扱いができない場合には、窓口

営業時間内に限り、当行本支店の窓口でカードにより預金に預入れをす

ることができます。 

（２）停電、故障等により当行の支払機による取扱いができない場合に

は、窓口営業時間内に限り、当行が支払機故障時等の取扱いとして定

めた金額を限度として当行本支店の窓口でカードにより預金の払戻しを

することができます。なお、提携先の窓口では、この取扱いはしません。 

（３）前項による払戻しをする場合には、当行所定の払戻請求書に氏名、

金額および届出の暗証を記入のうえ、カードとともに提出してください。 

（４）停電、故障等により振込機による取扱いができない場合には、窓口

営業時間内に限り、前 2 項によるほか振込依頼書を提出することにより

振込の依頼をすることができます。 

８．（カードによる預入れ・払戻し金額等の通帳記入） 

カードにより預入れた金額、払戻した金額、自動機利用手数料金額、振

込手数料金額または払戻回数超過手数料金額の通帳記入は、通帳が

預金機、振込機、当行の支払機で使用された場合または当行本支店の

窓口に提出された場合に行います。また、窓口でカードにより取扱った

場合にも同様とします。なお、支払機を使用して預金を払戻す場合の払

戻し金額と自動機利用手数料は合計額をもって、その他の場合の各手

数料は預入れまたは払戻し金額とは別個に通帳に記入します。 

９．（カード・暗証の管理等） 

（１）当行は、支払機または振込機の操作の際に使用されたカードが、当

行が本人に交付したカードであること、および入力された暗証と届出の暗



しまぎんキャッシュカード規定新旧対比表 

5 

 

新 旧 

証とが一致することを当行所定の方法により確認のうえ預金の払戻しを

行います。当行の窓口においても同様にカードを確認し、払戻請求書、

諸届その他の書類に使用された暗証と届出の暗証との一致を確認のう

え取扱いをいたします。 

（２）カードは他人に使用されないよう保管してください。暗証は生年月

日・電話番号等の他人に推測されやすい番号の利用を避け、他人に知

られないよう管理してください。カードが、偽造、盗難、紛失等により他人

に使用されるおそれが生じた場合または他人に使用されたことを認知し

た場合には、すみやかに本人から当行に通知してください。この通知を

受けたときは、直ちにカードによる預金の払戻し停止の措置を講じます。 

（３）カードの盗難にあった場合には、当行所定の届出書を当行に提出し

てください。 

１０．（偽造カード等による払戻し等） 

偽造または変造カードによる払戻しについては、本人の故意による場合

または当該払戻しについて当行が善意かつ無過失であって本人に重大

な過失があることを当行が証明した場合を除き、その効力を生じないもの

とします。 

この場合、本人は、当行所定の書類を提出し、カードおよび暗証の管理

状況、被害状況、警察への通知状況等について当行の調査に協力する

ものとします。 

１１．（盗難カードによる払戻し等） 

（１）カードの盗難により、他人に当該カードを不正使用され生じた払戻し

については、次の各号のすべてに該当する場合、本人は当行に対して

当該払戻しにかかる損害（手数料や利息を含みます。）の額に相当する

証とが一致することを当行所定の方法により確認のうえ預金の払戻しを

行います。当行の窓口においても同様にカードを確認し、払戻請求書、

諸届その他の書類に使用された暗証と届出の暗証との一致を確認のう

え取扱いをいたします。 

（２）カードは他人に使用されないよう保管してください。暗証は生年月

日・電話番号等の他人に推測されやすい番号の利用を避け、他人に知

られないよう管理してください。カードが、偽造、盗難、紛失等により他人

に使用されるおそれが生じた場合または他人に使用されたことを認知し

た場合には、すみやかに本人から当行に通知してください。この通知を

受けたときは、直ちにカードによる預金の払戻し停止の措置を講じます。 

（３）カードの盗難にあった場合には、当行所定の届出書を当行に提出し

てください。 

１０．（偽造カード等による払戻し等） 

偽造または変造カードによる払戻しについては、本人の故意による場合

または当該払戻しについて当行が善意かつ無過失であって本人に重大

な過失があることを当行が証明した場合を除き、その効力を生じないもの

とします。 

この場合、本人は、当行所定の書類を提出し、カードおよび暗証の管理

状況、被害状況、警察への通知状況等について当行の調査に協力する

ものとします。 

１１．（盗難カードによる払戻し等） 

（１）カードの盗難により、他人に当該カードを不正使用され生じた払戻し

については、次の各号のすべてに該当する場合、本人は当行に対して

当該払戻しにかかる損害（手数料や利息を含みます。）の額に相当する
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金額の補てんを請求することができます。 

①カードの盗難に気づいてからすみやかに、当行への通知が行われて

いること 

②当行の調査に対し、本人より十分な説明が行われていること 

③当行に対し、警察署に被害届を提出していることその他の盗難にあっ

たことが推測される事実を確認できるものを示していること 

（２）前項の請求がなされた場合、当該払戻しが本人の故意による場合を

除き、当行は、当行へ通知が行われた日の３０日（ただし、当行に通知す

ることができないやむを得ない事情があることを本人が証明した場合は、

３０日にその事情が継続している期間を加えた日数とします。）前の日以

降になされた払戻しにかかる損害（手数料や利息を含みます。）の額に

相当する金額（以下、「補てん対象額」といいます。）を補てんするものと

します。 

ただし、当該払戻しが行われたことについて、当行が善意かつ無過失で

あり、かつ、本人に過失があることを当行が証明した場合には、当行は補

てん対象額の４分の３に相当する金額を補てんするものとします。 

（３）前２項の規定は、第１項にかかる当行への通知が、盗難が行われた

日（当該盗難が行われた日が明らかでないときは、当該盗難にかかる盗

難カード等を用いて行われた不正な預金払戻しが最初に行われた日。）

から、２年を経過する日後に行われた場合には、適用されないものとしま

す。 

（４）第２項の規定にかかわらず、次のいずれかに該当することを当行が

証明した場合には、当行は補てん責任を負いません。 

①当該払戻しが行われたことについて当行が善意かつ無過失であり、か

金額の補てんを請求することができます。 

①カードの盗難に気づいてからすみやかに、当行への通知が行われて

いること 

②当行の調査に対し、本人より十分な説明が行われていること 

③当行に対し、警察署に被害届を提出していることその他の盗難にあっ

たことが推測される事実を確認できるものを示していること 

（２）前項の請求がなされた場合、当該払戻しが本人の故意による場合を

除き、当行は、当行へ通知が行われた日の３０日（ただし、当行に通知す

ることができないやむを得ない事情があることを本人が証明した場合は、

３０日にその事情が継続している期間を加えた日数とします。）前の日以

降になされた払戻しにかかる損害（手数料や利息を含みます。）の額に

相当する金額（以下、「補てん対象額」といいます。）を補てんするものと

します。 

ただし、当該払戻しが行われたことについて、当行が善意かつ無過失で

あり、かつ、本人に過失があることを当行が証明した場合には、当行は補

てん対象額の４分の３に相当する金額を補てんするものとします。 

（３）前２項の規定は、第１項にかかる当行への通知が、盗難が行われた

日（当該盗難が行われた日が明らかでないときは、当該盗難にかかる盗

難カード等を用いて行われた不正な預金払戻しが最初に行われた日。）

から、２年を経過する日後に行われた場合には、適用されないものとしま

す。 

（４）第２項の規定にかかわらず、次のいずれかに該当することを当行が

証明した場合には、当行は補てん責任を負いません。 

①当該払戻しが行われたことについて当行が善意かつ無過失であり、か
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つ、次のいずれかに該当する場合 

A 本人に重大な過失があることを当行が証明した場合 

B 本人の配偶者、二親等内の親族、同居の家族、その他の同居人、ま

たは家事使用人（家事全般を行っている家政婦など。）によって行われた

場合 

C 本人が、被害状況についての当行に対する説明において、重要な事

項について偽りの証明を行った場合 

②戦争、暴動等による著しい社会秩序の混乱に乗じまたはこれに付随し

てカードが盗難にあった場合 

１２．（カードの紛失、届出事項の変更等） 

カードを紛失した場合または氏名、代理人、暗証その他の届出事項に変

更があった場合には、直ちに本人から当行所定の方法により当行に届

出てください。 

１３．（カードの再発行） 

（１）カードの盗難、紛失等の場合のカードの再発行は、当行所定の手続

をした後に行います。この場合、相当の期間をおき、または保証人を求

めることがあります。 

（２）カードを再発行する場合には、当行所定の再発行手数料をいただき

ます。 

１４．（預金機・支払機・振込機への誤入力等） 

預金機・支払機・振込機の使用に際し、金額等の誤入力により発生した

損害については、当行は責任を負いません。なお、提携先の支払機を

使用した場合の提携先の責任についても同様とします。 

１５．（解約、カードの利用停止等） 

つ、次のいずれかに該当する場合 

A 本人に重大な過失があることを当行が証明した場合 

B 本人の配偶者、二親等内の親族、同居の家族、その他の同居人、ま

たは家事使用人（家事全般を行っている家政婦など。）によって行われた

場合 

C 本人が、被害状況についての当行に対する説明において、重要な事

項について偽りの証明を行った場合 

②戦争、暴動等による著しい社会秩序の混乱に乗じまたはこれに付随し

てカードが盗難にあった場合 

１２．（カードの紛失、届出事項の変更等） 

カードを紛失した場合または氏名、代理人、暗証その他の届出事項に変

更があった場合には、直ちに本人から当行所定の方法により当行に届出

てください。 

１３．（カードの再発行） 

（１）カードの盗難、紛失等の場合のカードの再発行は、当行所定の手続

をした後に行います。この場合、相当の期間をおき、または保証人を求

めることがあります。 

（２）カードを再発行する場合には、当行所定の再発行手数料をいただき

ます。 

１４．（預金機・支払機・振込機への誤入力等） 

預金機・支払機・振込機の使用に際し、金額等の誤入力により発生した

損害については、当行は責任を負いません。なお、提携先の支払機を

使用した場合の提携先の責任についても同様とします。 

１５．（解約、カードの利用停止等） 
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（１）預金口座を解約する場合またはカードの利用を取りやめる場合に

は、そのカードを当店に返却してください。なお、当行普通預金規定によ

り、預金口座が解約された場合にも同様に返却してください。 

 

（２）カードの改ざん、不正使用など当行がカードの利用を不適当と認め

た場合には、その利用をおことわりすることがあります。この場合、当行か

らの請求がありしだい直ちにカードを当店に返却してください。 

（３）次の場合には、カードの利用を停止することがあります。この場合、

当行の窓口において当行所定の本人確認書類の提示を受け、当行が

本人であることを確認できたときに停止を解除します。 

①第 16 条に定める規定に違反した場合 

②預金口座に関し、最終の預入れまたは払戻しから当行が別途表示す

る一定の期間が経過した場合 

③カードが偽造、盗難、紛失等により不正に使用されるおそれがあると当

行が判断した場合 

１６．（譲渡、質入れ等の禁止） 

カードは譲渡、質入れまたは貸与することはできません。 

１７．（規定の適用） 

この規定に定めのない事項については、当行普通預金規定、総合口座

取引規定、および振込規定により取扱います。 

 

１８．（規定の変更） 

（１）この規定の各条項その他の条件は、金融情勢の状況の変化その他

相当の事由があると認められる場合には、当行のウェブサイトへの掲載

（１）預金口座を解約する場合またはカードの利用を取りやめる場合に

は、そのカードを当店に返却してください。なお、当行普通預金規定また

は貯蓄預金規定により、預金口座が解約された場合にも同様に返却して

ください。 

（２）カードの改ざん、不正使用など当行がカードの利用を不適当と認め

た場合には、その利用をおことわりすることがあります。この場合、当行か

らの請求がありしだい直ちにカードを当店に返却してください。 

（３）次の場合には、カードの利用を停止することがあります。この場合、

当行の窓口において当行所定の本人確認書類の提示を受け、当行が

本人であることを確認できたときに停止を解除します。 

①第 16 条に定める規定に違反した場合 

②預金口座に関し、最終の預入れまたは払戻しから当行が別途表示す

る一定の期間が経過した場合 

③カードが偽造、盗難、紛失等により不正に使用されるおそれがあると当

行が判断した場合 

１６．（譲渡、質入れ等の禁止） 

カードは譲渡、質入れまたは貸与することはできません。 

１７．（規定の適用） 

この規定に定めのない事項については、当行普通預金規定、総合口座

取引規定、貯蓄預金規定および振込規定により取扱います。および振

込規定により取扱います。 

１８．（規定の変更） 

（１）この規定の各条項その他の条件は、金融情勢の状況の変化その他

相当の事由があると認められる場合には、当行のウェブサイトへの掲載
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による公表その他相当の方法で周知することにより、変更できるものとし

ます。 

（２）前項の変更は、公表等の際に定める適用開始日から適用されるもの

とします。 

 

以上 

令和２年４月１日改定 

２０２６年６月１日改定 

による公表その他相当の方法で周知することにより、変更できるものとし

ます。 

（２）前項の変更は、公表等の際に定める適用開始日から適用されるもの

とします。 

 

以上 

令和２年４月１日改定 

 


